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はじめに 

平成 31 年１月 

板橋区教育委員会 

教育長 中川 修一 
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板橋区教育委員会では、平成 28 年に策定した「板橋区教育ビジョン 2025」及び「い

たばし学び支援プラン 2018」に基づき、情報化やグローバル化が進展する社会を生

き抜く子どもたちに必要な資質や能力を育むとともに、生涯にわたり、いつでもどこ

でもライフステージに応じて学ぶことができ、その成果を生かすことができる生涯学

習社会へ向けた取組を行ってきました。 

子どもたちが社会で活躍する 2030 年頃には、技術革新の一層の進展により、生活

や産業の構造が劇的に変わる「超スマート社会（Society5.0）」や、平均寿命の伸長に伴

う「人生 100 年時代」の到来が予想されています。 

こうしたことを背景に改訂された学習指導要領では、子どもたちに求められる資

質・能力を地域と共有し、連携・協働により教育活動を行う「社会に開かれた教育課

程」の実現を、基本的な理念として掲げています。 

保護者や地域住民による支援を最大限に活用し、学校と地域が一体となり地域の子

どもたちを育んでいくことで、子どもたち一人ひとりの可能性を伸ばし、新しい時代

に求められる資質・能力を育成することが可能になると考えます。 

さらに、大人が学校に集い子どもの教育に携わることは、大人自身の学びを深める

とともに、地域コミュニティの活性化を促進させることにもつながります。 

本計画では、板橋区が抱える教育課題の解決や、子どもたちがこれからの社会を生

き抜くために必要な資質・能力の育成に向け、 

１ 保幼小接続・小中一貫教育の推進 

２ 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入 

３ 教職員の働き方改革 

を３つの柱として取り組むとともに、「人生 100 年時代」を豊かに生きるために、「教

わる・教える」の「学びの循環」に配慮した生涯学習環境の充実を図り、生涯学習社

会や持続可能な地域社会の実現につなげてまいります。 

私たちは、本計画により各事業を確実に推進するとともに、学校・家庭・地域・教

育委員会が一体になり、“学びのまち”「教育の板橋」の実現をめざしてまいります。 
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第１章 

計画の基本的な考え方 

１ 計画の目的 

２ 計画の位置付け 

３ 計画の対象期間 
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“学びのまち”「教育の板橋」 

の実現に向けて 

１ 計画の基本的な考え方  

平成 30（2018）年度に計画期間を満了する「いたばし学び支援プ

ラン 2018」に続く計画として、社会や区の変化に対応しつつ、着実

に「板橋区教育ビジョン 2025」を実現するために、「いたばし学び

支援プラン 2021」を策定します。 

計画の目的 

 平成 27（2015）年度の「板橋区基本構想」の改定、「板橋区教育大綱」の策定を受け、板橋

区教育委員会では、教育の中長期的な方向性を示す「板橋区教育ビジョン 2025」を定めました。

これを実現するための実施計画が「いたばし学び支援プラン」です。 

計画の位置付け 

 

本計画は教育基本法に定める基本計画に相当し、区のアクション

プラン「いたばし No.1 実現プラン 2021」との連動、他の個別事業

計画との整合を図って策定しています。 

計画の対象期間 

 

「板橋区教育ビジョン 2025」の対象期間である平成 28（2016）年

度から平成37（2025）年度までを３期に分け、第２期の平成31（2019）

年度から平成 33（2021）年度までを計画の対象としています。 
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第１章 計画の基本的な考え方 

 
１ 計画の目的 

 「板橋区基本構想」が平成 27（2015）年度に改定され、また、平成 28（2016）

年１月の板橋区総合教育会議１において「板橋区教育大綱」が定められたことを

受け、教育委員会では平成 28（2016）年 3 月に、教育の中長期的な方向性を示

す「板橋区教育ビジョン 2025」を策定しました。 
「板橋区教育ビジョン 2025」では、２つの「めざす将来像」と３つの「基本的

方向性」を示し、それらを教育が中心的に担う人づくりの方向性として定めてい

ます。 
また、「板橋区教育ビジョン 2025」の実現に向けて、「いたばし学び支援プラ

ン 2018」を策定し、具体的な施策を推進してきました。 

平成 30（2018）年度に計画期間を満了する「いたばし学び支援プラン 2018」

について、取組の成果を検証するとともに、板橋区を取り巻く環境の変化に対応

し、“学びのまち”「教育の板橋」を実現するため、平成 31（2019）年度から３

か年の新たな計画「いたばし学び支援プラン 2021」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             
１  平成 27（2015）年 4 月施行の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正に

より設置され、区長及び教育委員会（教育長、教育委員）の 6名で構成されています。区

長と教育委員会が相互の連携を図りつつ、より一層民意を反映した教育行政の大綱や重

点的に講ずべき施策等について協議・調整を行う場です。 
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板橋区教育大綱（要約） 

 「郷土愛を育む」を事業の根底に据え、“学びのまち”「教育の板橋」を実現

するための5つの方向性を打ち出しました。区長部局と教育委員会の密接な

連携のもと、子どもたちがいきいきと学び、区民があたたかい気持ちで支え

合う元気なまちづくりに取り組みます。 

○ これからの社会を生き抜く力の育成

○ 子どもの学びを保障する教育環境の確保

○ 幼児教育の推進

○ 地域と共に学び合う教育の推進

○ 文化・スポーツの推進

板橋区基本構想（抜粋） 

【教育分野：「魅力ある学び支援」ビジョン】（概ね 10 年後のあるべき姿） 

安心・安全で魅力的な学校環境の中で、学校・家庭・地域が連携して子

どもたちを育てます。その中で、21 世紀を担う子どもたちのたくましく生

きる力が教育を通してはぐくまれています。 

教員は、研究・研修に励み質の高い授業に努め、子どもたちと向き合い

ながら個性をはぐくみ、魅力ある学校づくりが進んでいます。 

生涯を通じて学び、教えあう環境が整っており、生涯学習によって「ひ

と」と「ひと」、「ひと」と「まち」をつなぐコミュニティが形成されてい

ます。 
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 「板橋区基本構想」に掲げられた、概ね 10 年後の「あるべき姿」と「教育大

綱」及び「板橋区教育ビジョン 2025」に掲げる将来像の実現に向けて、３つの

基本的方向性を示し、各主体がそれぞれの役割を果たしながら、９つの重点施策

からアプローチしています。 

板橋区教育ビジョン 2025 の全体像

３ つ の 基 本 的 方 向 性

板橋区教育ビジョン2025

めざす将来像

“いきいき子ども！あたたか家族！はつらつ先生！”地域が支える教育の板橋

“学び合う、学び続ける人づくり！”地域を創る教育の板橋

未来を担う人に必要とされる資質・能力め ざ す 人 間 像

〇 心身ともに健康で豊かな感性をもち、思いやり

のある人

〇 自分の意見をもち、伝え、他人の意見も聴く

姿勢をもつ人

〇 規範意識を身に付け、自ら考え、判断し、

行動することのできる自立した人

〇 基礎学力の習得とその活用により、ものごと

の本質を考えられる人

〇 ものごとに協働して取り組み、果敢に挑戦

する人

そ れ ぞ れ の 役 割

○ 幼稚園・学校は、子どもたちの未来を担う力を引き出し、夢へつなげます

○ 家庭は、子どもとともに育ちながらやすらぎを与え、好ましい生活習慣や規範意識を身に付ける場として

の役割を果たします
○ 教職員は、子どもの現在だけでなく将来をも意識し、指導力の向上に努め、子どもと向き合います

○「地域の子どもは地域が育てる」との意識で、子どもの育ちを支えるとともに、子どもとの関わりを

通して、大人も学び続ける生涯学習社会を築きます
○ 教育委員会は、教育現場を大切にし、子どもの育ちや家庭・教職員・地域の教育を支えます

地域による

学び支援活動の促進

生涯学習社会へ向けた

取組の充実

家庭における

教育力向上への支援

⑦

⑧

⑨

豊かな人間性の育成

東京2020オリンピック・
パラリンピック競技大会
を契機とした教育の推進

①

②

③

地域と共に

学び合う
教育の推進

これからの
社会を生き抜く

力の育成

誰もが希望する
質の高い教育を
受けられる環境の整備

保幼小中のつながり
ある教育の実現

安心・安全な教育の
推進と学校環境の整備

④

⑤

子どもの

学びを保障する
教育環境の確保

９ つ の 重 点 施 策

⑥

確かな学力の定着・向上

自 尊 感 情 ・ 自 己 肯 定 感

郷 土 “ 板 橋 ” を 愛 す る 心

〇主体的に課題を発見し、解決に導く力

〇協働して課題解決に取り組む力

〇失敗を恐れずチャレンジする力
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２ 計画の位置付け 

 「いたばし学び支援プラン 2021」は、教育基本法に定める基本計画２に相当

し、かつ、「いたばし№１実現プラン 2021」とも緊密に連動するように策定され、

教育ビジョンの実現に取り組むものです。 

また、他の個別事業計画との整合を図るとともに、業務の縦割りを排し、関係

部署とも相互に連携・協働していくことで、新しい事業の展開や困難な課題への

対応を進めていきます。 

２  平成 18（2006）年 12月の教育基本法の改正により、地方公共団体は、教育基本法第 17

条第２項に基づき、「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」を定めることが、

努力義務として課せられました。 

板 橋 区 基 本 構 想 

（将来像） 

「未来をはぐくむ緑と文化のかがやくまち“板橋”」 

（概ね 10年後のあるべき姿） 

教育分野：「魅力ある学び支援」ビジョン 

板橋区基本計画 2025 

（平成 28（2016）年度～ 

平成 37（2025）年度） 

板橋区教育大綱 

板橋区教育ビジョン 2025 

（平成 28（2016）年度 

～平成 37（2025）年度） 

整合・連携 

いたばし学び支援プラン 2021 

（平成 31（2019）年度～ 

平成 33（2021）年度） 

いたばし No.1 実現プラン 2021 

（平成 31（2019）年度～ 

平成 33（2021）年度） 

整合・連携 個別事業計画 

板橋区次世代育成推進行動計画 

板橋区地域保健福祉計画  

板橋区子ども・若者計画 2021 

いたばし魅力ある学校づくりプラン

ほか 
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３ 計画の対象期間 

 「いたばし学び支援プラン 2021」は、教育ビジョンの対象期間である、平成 28

（2016）年度から平成 37（2025）年度までを３期に分けたうちの第２期として

推進していきます。 

また、計画期間の３年経過時点を目途に、教育をめぐる社会情勢の変化等に応

じ、必要な見直しを行うこととしています。 

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 

28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 36 年度 37 年度 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

板 橋 区 教 育 ビ ジ ョ ン 2 0 2 5 

いたばし学び支援プラン 

2018 いたばし学び支援プラン 

2021 いたばし学び支援プラン 

第３期

板 橋 区 基 本 計 画 2 0 2 5 

いたばし No.1実現プラン 

2018 

いたばし No.1実現プラン 

2021 

いたばし No.1実現プラン

後期計画



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

第２章 

計画の策定にあたって 

１ 「いたばし学び支援プラン 2018」の取組と成果 

２ 社会の動向とこれからの教育 

３ 板橋区の現状とめざすべき方向 
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２ 計画の策定にあたって 

これからの時代を踏まえた 

教育の役割 

平成 28（2016）年度から平成 30（2018）年度までの取組の結果、

子どもたちの学力の向上等、一定の成果がありました。一方で、新

たな課題も見えてきました。 

「いたばし学び支援

プラン 2018」の取組

と成果 

 これまでの３年間の取組を振り返った上で、今後予測される急激な社会の変化や板橋区の状

況を踏まえ、課題ごとにめざすべき方向を示しています。 

社会の動向と 

これからの教育 

今後、社会は急激に変化すると考えられ、2030 年頃には「超スマ

ート社会」や「人生 100 年時代」の到来が予測されています。教育

は、これからの時代を生きる子どもたちに必要となる力を育むとと

もに、人々が社会に寄与しつつ人生を豊かにするための、生涯にわ

たる学びを支える役割を担っています。また、SDGs の目標を見据え

た取組や、子どもの貧困への対応、質の高い学校教育を持続させる

方策も求められています。 

板橋区の現状と 

めざすべき方向 

板橋区の教育は、区を取り巻く状況を踏まえ、さらなる学力の定

着・向上、保幼小中のつながりのある教育の推進、学校と地域の連

携・協働、教員の長時間勤務の改善等、「板橋区教育ビジョン 2025」

の実現に向け、より効果的な取組を行っていく必要があります。 
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第２章 計画の策定にあたって 

１ 「いたばし学び支援プラン 2018」の取組と成果 

 「いたばし学び支援プラン 2018」では、「板橋区教育ビジョン 2025」を実現す

るため、 

（１）これからの社会を生き抜く力の育成

（２）子どもの学びを保障する教育環境の確保

（３）地域と共に学び合う教育の推進

の３つの基本的方向性に基づき、取組を進めてきました。その結果として、 

〇 「板橋区授業スタンダード」による授業革新やフィードバック学習方式等

を全小中学校で実施し、平成 30（2018）年度に実施された「全国学力・学習

状況調査」において、板橋区の児童・生徒の学力は、全国平均値に向上した。 

〇 電子黒板やタブレット端末を全小中学校に導入し、ICT機器を効果的に活用

した授業ができるようになったため、教員は授業革新の効果を、児童・生徒は

学ぶことの楽しさを実感している。 

〇 全小学校で特別支援教室(STEP UP 教室)の整備を進め、発達や情緒面で特

別な支援を必要とする児童が在籍校において指導を受けられるようになった。 

〇 「ICT や英語教育についての実践研修」や「教職員による研究・研修組織

と連携した研修」のほか、自由参加の「板橋アカデミー」や「板橋アドバイ

ザーズ・ラボ」等の研修を数多く実施し、教員の指導力向上を支援している。 

〇 全小学校で実施した「あいキッズ」において、交流・体験活動や土曜日の

開所を実施し、質や利便性の向上を図った。 

〇 学校支援地域本部を全小中学校で実施し、保護者や地域等が学校の教育活動

を支援する仕組みを整備し、小中学校各校で特色ある活動が見られている。 

〇 平成 32（2020）年度の「板橋区コミュニティ・スクール（iCS）」の本格導

入に向け、「板橋区コミュニティ・スクール導入推進校」10 校に「コミュニ

ティ・スクール推進委員会」を設置し、協議を開始した。

〇 社会教育会館の機能を拡充し、施設内に中高生・若者を対象とした「i-

youth（あい・ゆーす）」を開設するなど、生涯学習センターとして世代を超

えた「学びの循環」への環境を整備し、活用の広がりを見た。 

○ 中高生勉強会「学び i（あい）プレイス」を５か所で実施することにより、

学習支援を充実し、子どもの居場所を拡充した。 

など、教育ビジョンの実現に向け一定の成果を上げるとともに、更なる取組を必

要とする課題や、社会の変化に対応した新たな取組を求められるものが見えて

きました。 
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重点施策１  

確かな学力の定着・向上 

「板橋区授業スタンダード」の全校実施 ― 児童・生徒が主体的に学ぶ学習の実

現に向けて、「板橋区授業スタンダード」を全小中学校で実施してきました。

教員の意識は、確かな学力の定着・向上に向けて着実に高まっています。 

フィードバック学習方式の充実 ― 児童・生徒一人ひとりの学習上のつまずき

を把握し、復習を行う「フィードバック学習方式」を全小中学校で実施し、平

成 30（2018）年度に実施された「全国学力・学習状況調査」における正答率

は、全国平均値に向上するなど、取組の成果は出ています。しかし、以前から

の課題である無回答率の高さとともに、文意を踏まえ複数の条件に合わせて

70～120 字程度の文章を書くことに課題があることも新たに見えてきました。 

教育科学館による理科支援 ― 理科教育の充実を図るため、教育科学館におけ

る理科支援として「出前理科実験教室」や「ロボットプログラミング教室」を

実施してきました。液体窒素やプログラミング用ロボット等、学校での準備

が難しい教材を活用し、子どもたちの理科に対する興味・関心を高めました。 

重点施策２ 

豊かな人間性の育成 

キャリア教育・体験活動の充実 ― 各小中学校で板橋区内の職場の見学や体験、

企業経営者を講師とする体験活動等を実施し、夢や希望の醸成及び社会で活

躍するために必要な力を育成してきました。また、キャリア教育推進委員会

を開催し、授業を開発し実践した結果を全小中学校へ周知し、更なるキャリア

教育の推進につながるよう取り組みました。

いじめ防止対策の推進 ― 全小中学校でいじめに関するアンケート及び授業を

年３回以上実施しています。授業のうち１回は、保護者や地域に公開してい

ます。 

 また、全小中学校で児童・生徒の学校生活への意欲や学級に対する満足度を

把握する「学級安定化対策事業」を実施し、いじめの発生や深刻化の予防、い

じめの被害にあっている児童・生徒の早期発見・早期対応に取り組みました。 

９つの重点施策ごとの取組と成果

これからの社会を生き抜く力の育成 
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「児童向け絵本づくりワークショップ」の開設 ― 小学校のモデル校を対象に、

授業の一環として「絵本づくりワークショップ」を実施し、表現力や想像力

を育みました。なお、児童が作成した絵本は「いたばし子ども絵本展」に展示

し、「絵本のまち板橋」をＰＲしました。 

 

重点施策３ 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進    

 

オリンピック・パラリンピック教育の推進 ― 「いたばし５つの取組」を策定し、

スポーツや人との関わりを通じて、世界に広がる多様な価値について理解を

深める取組を実施してきました。また、体力の向上に向けた取組も全小中学

校で実施し、体力テストにおける体力合計点は、平成27（2015）年度との比較

で小学校、中学校ともに上昇しました。 

子どもの健康づくり事業 ― 小学校３校を指定校として、運動習慣の確立、生活

時間の見直し、食習慣の形成等について研究を実施し３、その成果を子どもた

ちの望ましい生活習慣「いたばしライフスタイル」としてまとめました。今後、

区内の全小学校・幼稚園に展開し、実践していきます。 

板橋区版「英語村」の開設 ― 小中学生を対象として、英語のみを使用して海外

生活を疑似体験する板橋区版「英語村」を開設し、多くの児童・生徒が参加し

ました。参加者アンケートから「英語をもっと話せるようになりたい」など、

小中学生の英語学習への意欲の向上が見られました。 

中学生海外派遣事業の実施 ― 各中学校から１名の生徒がマレーシアを訪問し

ました。ペナン州でのホームステイや現地の生徒との交流を通じ、言葉や文化

について体験的に理解を深め、英語を用いてコミュニケーションを図ろうと

する意欲を高めました。帰国後は、海外派遣で得た成果や体験を資料にし、各

中学校や、中学生の英語発表会である「英語のつどい」等の場で発表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

             
３  平成26（2014）年11月に板橋区と株式会社タニタが締結した「“はかる”ことから始まる

健康づくりに関する協定」に基づき、平成28年（2016）年から３年間、同社の活動量計等の

測定機器や食育に関するノウハウを活用した研究を行いました。 
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重点施策４ 

誰もが希望する質の高い教育を受けられる環境の整備 

中高生勉強会の実施 ― 中学生・高校生を対象に、無料で気軽に参加できる中高

生勉強会「学び i（あい）プレイス」を２か所から５か所に拡充して実施して

きました。約７割が継続的に参加し、参加者からは学習面で分かる部分が増

えたことに加え、学習支援員等の様々な大人と関わりをもてたことが高く評

価されています。 

特別支援教室の導入 ― 全小学校で特別支援教室（STEP UP 教室）の整備を進め、

発達や情緒面で特別な支援を必要とする児童が在籍校において指導を受けら

れるようになりました。他校へ通級する際の保護者の送迎が不要になったこ

ともあり、特別支援教室（STEP UP 教室）で指導を受ける児童数は、整備前と

比較し２倍を超えています。 

不登校対策の推進 ― 区の不登校児童・生徒の出現率は、国や東京都の平均値と

同様に上昇傾向にあります。不登校の改善を図るため、出現率が高いなど課

題を抱える学校を改善重点校に指定して取り組み、重点校における出現率は

概ね減少傾向にあります。 

重点施策５ 

保幼小中のつながりある教育の実現 

小中一貫教育に関する検討 ― 小中一貫教育に関する検討会を設置し、保幼小

中のつながりある教育を実現していくための検討を行い、板橋区における小

中一貫教育の考え方を示しました。 

「学びのエリア」を生かした小中一貫教育の推進 ― 小中一貫教育推進委員会

を設置し、国語、算数・数学、英語、キャリア教育の小中一貫教育指導資料等

を作成して全教員に配付しました。また、中学校区を中心とした区内 22 の学

びのエリアにおける義務教育９年間を通した指導の重要性について理解を深

めてきました。 

就学前の子どもたちへの読書活動の推進 ― 乳幼児におすすめの絵本等の有益

な情報を掲載した、妊産婦向け読書通帳の配布を全区立図書館で始めたほか、

幼少期からの読書の大切さや読み聞かせの技術について学ぶ機会を提供しま

した。 

子どもの学びを保障する教育環境の確保 
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重点施策６ 

安心・安全な教育の推進と学校環境の整備 

学校 ICT 化の推進 ― 児童・生徒の興味・関心を引き出す授業の実現に向けて、

全小中学校の全普通教室及び特別支援学級（知的障がい）、中学校の少人数教

室用として電子黒板・実物投影機等 ICT 機器を整備しました。また、パソコ

ン室の固定式パソコンをタブレット端末に変更し、無線 LAN 環境を整備しま

した。さらに、分かりやすく理解が深まる授業の実現に向けて、小学校算数

及び中学校数学・英語の指導者用デジタル教科書を導入しました。 

安全教育の推進 ― 危険に対する知識を子どもたちに身に付けさせるだけでな

く、保護者や地域と連携して、子どもたちの安全で安心できる環境等につい

て考える「セーフティ教室」を実施しました。子どもたちの危険を予測し、回

避する能力を高めるとともに、保護者等への意識啓発も図りました。 

 その結果、子どもたちの区内における交通事故件数は減少傾向になりました。 

学校の改築・改修 ― 子どもたちの良好な学習環境を確保するため、老朽化した

施設を計画的に改築・改修しています。現在、板橋第十小学校及び上板橋第

二中学校の改築事業を進めています。 

また、避難所機能を有する体育館や武道場における吊り天井等の非構造部

材について、落下防止対策を実施しました。 

通学路防犯カメラの設置 ― 子どもたちの登下校中の安全確保や犯罪抑止を目

的として、全小学校の通学路に計 258 台の防犯カメラを設置しました。 

重点施策７ 

地域による学び支援活動の促進 

学校支援地域本部事業の拡大 ― 学校支援地域本部を全小中学校で実施し、保護

者や地域等が学校の教育活動を支援する仕組みを整備しました。学校と地域コ

ーディネーターが中心となり、学習支援や環境整備、見守り活動、学校行事支援

等、様々な支援活動が展開されています。 

地域と共に学び合う教育の推進 
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板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入推進 ― 平成 32（2020）年度の板

橋区コミュニティ・スクールの本格導入に向け、「板橋区コミュニティ・スク

ール導入推進校」10 校を指定し、「コミュニティ・スクール推進委員会」を設

置しました。また、学校・保護者・地域等に対し、シンポジウムや各会合にお

いて仕組み等についての周知・説明を行いました。なお、推進校以外の学校

においても、推進委員会設置に向けた準備を行うため「コミュニティ・スクー

ル学習会」を設置し、板橋区コミュニティ・スクールへの理解を深めました。 

重点施策８ 

生涯学習社会へ向けた取組の充実 

i-youth（あい・ゆーす）の開設 ― 大原・成増社会教育会館をそれぞれ生涯学

習センターとしてリニューアルし、新たに中高生・若者支援スペースとして

i-youth（あい・ゆーす）を開設しました。気軽にダンスや勉強、談話のでき

る居場所の提供や若者が運営するイベントの実施等により、中学生・高校生

の利用が増加しました。 

図書館サポーターの創設 ― 図書館が実施する事業の補完や様々なニーズに対

応するため、図書館ボランティアを図書館サポーターに移行し、活動内容を

図書館のイベント企画や図書館運営への協力等まで拡大しました。また、サ

ポーターへの研修や講座を実施し、スキルアップを図りました。 

旧粕谷家住宅の復元整備 ― 享保８（1723）年に建てられた旧粕谷家住宅を保

存・継承していくため、文化財保存活用計画を策定するとともに、改修工事

を実施し、一般公開を開始しました。なお、平成 30（2018）年に東京都指定

有形文化財の指定を受けました。 

板橋区史跡公園（仮称）の整備 ― 平成 29（2017）年に国の史跡として指定さ

れた板橋火薬製造所跡を史跡公園として保存・活用するため、公園整備の基

本構想や、それに基づく保存活用計画を策定しました。 

重点施策９ 

家庭における教育力向上への支援 

保護者の学びを深める講座の実施 ― 子どもの成長に合わせて、保護者も学び

を深めることができるよう、家庭教育講座や子育て講座等を実施しました。

区民の学習要求を講座に反映させるため企画運営会議を開催するなど、保護

者の主体的な取組を支援し、保護者と子どもが交流し学び合う機会を提供し

ました。 
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家庭教育支援チームの設置 ― 家庭教育に関する相談等の日常的な支援を行う

「家庭教育支援チーム」について、チームの在り方や支援方法の検討を重ね、

小中学校２校でモデル実施しました。 

すべての方向性に共通する事業 

広報活動の充実 ― 教育広報「教育の板橋」を年３回、新たな広報「いたばし教

育チャンネル」を年６回発行し、教育行政や子どもたちの学習活動等につい

て、保護者や区民に広く周知を図りました。 

また、教育委員会による学校訪問の様子を随時ホームページで掲載し、実際

の学習活動の様子を発信しました。 

主体的に働きかける教育委員会の充実 ― 保護者や区民、中学生との懇談の場

を設ける「身近な教育委員会」を年３回、「生徒会交流会」を年１回実施しま

した。多くの意見をいただき、教育委員会の取組に生かしました。 

３つの方向性に共通して 
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２ 社会の動向とこれからの教育 

 今後の社会は、少子高齢化や産業構造・雇用の変化がこれまで以上の加速度で

進んでいくものと考えられます。そのため、子どもたちがこれからの時代を生き

抜くために必要な力を育むことが重要となります。 

【急激な変化が予測される社会】 

○ 子どもたちが社会で活躍する 2030 年頃には、第４次産業革命ともいわれ

る IoT や AI をはじめとする技術革新が一層進展し、生活や産業の構造が劇

的に変わる「超スマート社会（Society 5.0）４」の到来が予想されています。

定型業務や数値で表現可能なある程度の知的業務はAI技術により代替可能５

になり、これまで人間でなければ担えないと考えられてきた分野に及ぶイノ

ベーションの連鎖が、これからの社会や生き方そのものを大きく変えていく

と考えられています。 

○ 医療体制の充実、医学の進歩、生活水準の向上等により、平均寿命は著し

く伸長し、「人生 100 年時代」の到来が予測されています。一方で少子化も

進み、2030 年にかけて 20 代、30 代の若い世代が約２割減少する予測もあり

ます。 

こうした中で、一人ひとりが、生涯にわたり自ら学び続け、自己の能力を

高め、他者と協働しながら、地域や社会の課題解決に活躍していくことの必

要性が一層高まっています。 

生涯を通じて自らの人生を設計し、必要な知識・技能を身に付け、社会の

持続的な発展にも寄与できる生涯学習環境を整備する必要があります。 

〇 「超スマート社会」や「人生 100 年時代」の到来は、すべての子どもたち

の生き方に影響します。子どもたちが様々な社会的変化を乗り越え、人生を

より豊かに生きるためには、「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、

「学びに向かう力・人間性等」といった、必要な資質・能力を身に付けるこ

とが不可欠になります。 

４ ①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会。 
５ 

 例えば、オックスフォード大学 マイケル・A・オズボーン准教授の研究論文（2013 年）

では、現在の米国にある職の約 47％が、2030 年までに自動化の影響を受ける可能性が高

いと試算しています。 
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【これからの教育の役割と子どもたちに求められる力】 

〇 子どもたちが社会の大転換期を乗り越え豊かな人生を生き抜く上で、教

育の果たす役割は非常に大きなものとなります。変化が激しく将来の予測

が困難な時代にあってこそ、教育には子どもたちが自信をもって自分の人

生を切り拓き、よりよい社会を創り出していくことができるよう、必要な力

を確実に育んでいくことが求められています。 

〇 このような時代にあって、子どもたちに求められる力は、決して特殊な能

力ではなく、知識・技能、思考力・判断力・表現力をベースとした力であり、

基礎的読解力や数学的思考力等の基盤的な学力、情報活用能力を習得するこ

とが重要です。これらを基に、子どもたちは変化を前向きに受け止め、人間

ならではの感性を働かせてより豊かなものにしたり、思いもつかない新しい

未来の姿を構想し実現したりしていくことができます。 

６  Society5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談会、新たな時代を豊かに生きる力の育成

に関する省内タスクフォース「Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変

わる～」（平成 30（2018）年６月）。 
７ 板橋区では「読み解く力」と呼称しています。 

【求められる力６】 

○文章や情報を正確に読み解き対話する力

（文章や情報を正確に理解し、論理的思考を行うための読解力７、他者

と協働して思考・判断・表現を深める対話力等の社会的スキル）

○科学的に思考・吟味し活用する力

（機械を理解し使いこなすための能力や、その基盤となるサイエンス

や数学、分析的に思考し、多角的・多面的に吟味し見定めていく力、

全体をシステムとしてデザインする力） 

○価値を見つけ出す感性と力、好奇心・探求力

（実体験を通じて醸成される豊かな感性、感性や知性に基づく独創性

と対話を通じて更に世界を広げる想像力、苦心してモノを作り上げる

力、新しいものや変わっていくものに対する好奇心や探求力、実践か

ら学び自信につなげていく力） 
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【学習指導要領等の改訂】 

○ こうしたことを背景に、学習指導要領等の改訂が行われました。幼稚園教

育要領及び保育所保育指針等は平成 30（2018）年度に全面実施され、小学

校学習指導要領は平成32（2020）年度、中学校学習指導要領は平成33（2021）

年度より、各学校において全面実施されます。 

○ 新幼稚園教育要領及び保育所保育指針等では、育成すべき資質・能力や

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が共通して示されるとともに、幼

児期の教育が小学校やそれ以降の教育につながっていくことが明確にされ

ています。 

〇 新学習指導要領では、これからの教育課程の基本的な理念として、「社会

に開かれた教育課程」を掲げています。 

 これからの子どもたちには、学ぶことと自分の人生や社会とのつながり

を実感しながら、自らの能力を引き出し、学習したことを活用して、生活や

社会の中で出会う課題の解決に主体的に生かしていけるようになることが

必要です。そのためには学校と社会が連携・協働しつつ、多様な人々とつな

がりを保ちながら学ぶことのできる、開かれた環境となることが不可欠で

す。 

【 幼児期に育成すべき資質・能力 】 

《幼児期の教育》 《小学校以降》 

知識・技能の基礎 → 知識・技能

遊びや生活の中で、豊かな体験を通じて、何かを感じたり、 

気づいたり、わかったり、何かができるようになる力。 

思考力・判断力・表現力等の基礎 → 思考力・判断力・表現力等

遊びや生活の中で、考え、試したり工夫したり 

表現したりできる力。 

学びに向かう力・人間性等       → 学びに向かう力・人間性等

様々なことに意欲をもち、粘り強く取り組み、 

目標に向かって頑張っていける力。思いやりや安定した情緒。 

【 幼児期の終わりまでに育ってほしい姿 】 

◇健康な心と体 ◇自立心 ◇協同性

◇道徳性・規範意識の芽生え ◇社会生活との関わり ◇思考力の芽生え

◇自然との関わり・生命尊重  ◇数量や図形、標識や文字などへの関心・感覚

◇言葉による伝え合い ◇豊かな感性と表現

※これを手掛かりに小学校の教師と子どもの姿を共有するなど円滑な接続を図る。 
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〇 新学習指導要領は、次の６つの視点に沿って改訂され、学校教育も変化し

ていくことになります。 

８  子どもたちの姿や地域の実情等を踏まえて、各学校が設定する学校教育目標を実現す

るために、学習指導要領等に基づき教育課程を編成し、それを実施・評価し改善していく

こと。新学習指導要領の理念を実現するためには、特に、教科等横断的な視点からの教育

活動の改善、教科等や学年を超えた組織運営の改善が求められます。

①何ができるようになるか（育成をめざす資質・能力についての考え方）

幼児・児童・生徒に知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育むため

には、発達の段階や特性等を踏まえ、「知識・技能」、「思考力・判断力・表現

力等」、「学びに向かう力・人間性等」という資質・能力の三つの柱をバランス

よく育成すること。 

②何を学ぶか（教科等を学ぶ意義と、教科等間、学校段階等間のつながりを

踏まえた教育課程の編成）

学習の基盤となる資質・能力としての言語能力、情報活用能力、問題発見・

解決能力等や、現代的な諸課題に対応して求められる資質・能力を教科等間で

積極的に関連付け、学校段階等間の円滑な接続を図ること。 

③どのように学ぶか（各教科等の指導計画の作成と実施、学習・指導の改善・

充実）

学びの本質として重要な「主体的・対話的で深い学び」の視点から、言語活

動の充実や、見通しを立てたり、振り返りを行う学習活動の充実を図ること。 

④何が身に付いたか（学習評価の充実）

各教科等の目標を資質・能力の三つの柱で再整理を図ること。 

⑤子ども一人ひとりの発達をどのように支援するか（子どもの発達を踏ま

えた指導）

特別な配慮を必要とする子どもたちへの指導として、障がいのある子どもた

ち、日本語の習得に困難のある子どもたち、不登校の子どもたち等の実態に応

じた支援を行うこと。 

⑥実施するために何が必要か（学習指導要領等の理念を実現するために必

要な方策）

カリキュラム・マネジメント８の実施、家庭や地域社会との連携及び協働、学

校間の連携。 
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【子どもの貧困】 

〇 子どもの貧困は全国的に大きな課題となっています。「平成 27 年におけ

る日本の 18 歳未満の子どもの相対的貧困率は、13.9％」９であり、約７人に

１人の割合となっています。また、「世帯の所得と子供の学力には明確な関

連がある」10とされています。この課題に対して対策を講じなければ、2030

年以降も貧困の連鎖、格差の拡大・固定化が生じる可能性があります。

【質の高い学校教育の持続に向けて】 

〇 平成 30（2018）年に文部科学省が策定した「第３期教育振興基本計画」で

は、学校に求められる役割が増大し、教員に負担がかかっていることが指摘

されています。これまでのように、子どものための献身的教員像を前提とし

た学校の組織体制では、質の高い学校教育を持続発展することは困難となっ

ています。 

教員一人ひとりが限られた時間で専門性を発揮し、学習指導、生活指導、

学級経営等を効果的に行うことができるように、業務の役割分担や適正化

を図っていくことが必要です。 

併せて、学校・家庭・地域がそれぞれの立場から子どもの教育に責任をも

ち、それぞれの教育機能を発揮し、相互に連携協力しながら子どもを支え、

育むことが重要です。 

【国際目標 SDGs と教育】 

〇 2015 年９月に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に、2016 年から 2030 年までを対象とした、持続可能な社会を

実現するための目標（Sustainable Development Goals : SDGs）が記載され

ました。17 の目標からなる SDGs は、貧困や飢餓をなくし、地球を保護し、

すべての人が平和と豊かさを享受できるようにすることをめざすとしてい

ます。 

17 の目標には教育が含まれており、新学習指導要領の前文及び総則にも

「持続可能な社会の創り手」の育成が掲げられているように、教育の分野に

おいても、SDGs の目標を見据えた取組が求められています。 

９ 「板橋区子ども・若者計画 2021」20 ページ参照。
10  内閣府「子供の貧困に関する新たな指標の開発に向けた調査研究 報告書」（平成 29

（2017）年３月） 
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３ 板橋区の現状とめざすべき方向 

 板橋区においても、社会の変化や学習指導要領等の改訂を受け、今後その動

向を踏まえて教育を行っていくことになります。板橋区を取り巻く状況を考

慮し、より効果的な取組を行う必要があります。 

【学力の定着・向上】 

〇 平成 30（2018）年度に実施された「全国学力・学習状況調査」の結果

から、板橋区の児童・生徒の正答率は、全国平均値と同じレベルに達し、

ほとんどの教科で全国平均値を超えました。しかし、以前からの課題であ

る無回答率の高さとともに、文意を踏まえ複数の条件に合わせて 70～120

字程度の文章を書くことに課題があることも新たに見えてきました。 

〇 また、東京都が実施している「児童・生徒の学力向上を図るための調査」

においては、小学校・中学校ともに全教科の「読み解く力」に関する問題

で東京都の平均正答率を下回っています。 

〇 このことから、学力の定着・向上を抑止している要因として、読み解く

力の不足が挙げられます。 

読み解く力はどの教科にも関わる基礎的な能力であり、到来が予想さ

れている「超スマート社会」においては、文章や情報を正確に理解し、論

理的思考を行うための読み解く力の重要性はさらに増します。 

【不登校への対応】 

○ 板橋区では、不登校の出現率が高いことが課題となっており、家庭の状

況や友人関係、学力等、様々な事情で不登校となる児童・生徒がいます。

不登校児童・生徒への支援は、在籍校に登校することのみを目標とするの

ではなく、将来、社会的に自立することをめざす必要があります。 

〇 これらの児童・生徒への対応として、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の専門家との連携、板橋フレンドセンター（適応指

導教室）の充実、板橋区子ども家庭支援センター、家庭教育支援チーム等

による相談機能、家庭や地域との連携体制の強化が不可欠となります。 
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【子どもの居場所の確保】 

〇 家庭や学校以外に安心して誰でも過ごせる、誰でも学べる居場所の確

保は、子どもたちの健全育成の上で重要な役割を担っています。 

このような場所は集団で遊ぶ・学ぶだけでなく、不登校等の様々な事情

を抱える子どもたちの居場所ともなります。 

 すべての子どもが安心して過ごせ、学べる居場所の確保は引き続き必

要となります。 

【特別な支援を必要とする子どもへの対応】 

○ 板橋区においても、特別な支援を必要とする子どもたちの増加に伴い、

その対応がますます求められるようになっています。発達障がいを含め

た障がいのある子ども等一人ひとりに対して、障がいの状態や発達の段

階に応じた支援が行き届くよう、環境を整備するとともに、特別支援教育

に対する教員の専門性や指導力を高めていく必要があります。 

【外国籍の子ども等の増加への対応】 

○ 板橋区では外国籍の子どもや、両親のいずれかが外国籍である子ども

が増加傾向にあり、日本語を全く理解できない児童や生徒がいます。その

ため日本語の習得に向けた効率的な仕組みづくりが急務となっています。 

【子どもの貧困への対応】 

○ 子どもの貧困は、板橋区でも大きな課題となっています。貧困の世代を

超えた連鎖を防ぐには、家庭の経済状況に関わらず、どの子どもも学びの

機会を持ち、確かな学力を身に付けられるようにすることを念頭に、教育

施策を進めていく必要があります。 

○ 子どもの貧困については、「板橋区子ども・若者計画 2021」及び板橋区

の子どもの貧困対策「いたばし 子ども 夢つむぐプロジェクト」とも連

携して対応していきます。 

【教員の長時間勤務の改善】 

〇 近年、学校に求められる役割や業務量が増大し、日々子どもたちと向き

合い努力している教員の負担が増え、長時間勤務の実態が明らかになっ

ています。これは、教員の健康に少なからず影響を及ぼすとともに、日々

の教育活動の質の低下にも関わる重大な課題です。学校現場の現状を関

係者すべてが真摯に受け止め、これまで以上に質の高い教育が行えるよ

うな環境づくりに取り組むことが喫緊の課題です。 



第２章 計画の策定にあたって 

25 

【保幼小中のつながりのある教育の推進】 

○ 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。

幼児期にふさわしい生活や遊びを通して、心身の調和のとれた発達を促

し、この時期に身に付けるべき資質・能力を育むことが求められています。

また、小学校以降の生活や学習につなげるために、区立及び私立幼稚園、

保育所等が相互に連携して教育を行っていくことが重要です。 

○ 一方、幼稚園や保育所等と小学校とでは生活環境や指導の方法・形態の

変化が大きく、それを乗り越えることが難しい子どもがいます。幼児期に

おける生活や遊びの中で学習し育まれてきたことが、小学校入学後の各

教科等での学習に円滑に接続されるための工夫が求められています。 

〇 また、小中学校では、学習上のつまずきの顕在化や、いわゆる「中１ギ

ャップ」、子どもの生理的成熟の早期化等、学校現場における課題は多様

化、複雑化しています。子どもたちにこれからの社会で活躍するために必

要な、主体的に課題を発見し解決に導く力や協働して課題解決に取り組

む力等が身に付くよう育てることが必要です。そのために、小中学校でめ

ざす子ども像を共有し、義務教育９年間を通した教育を行うことが重要

です。 

【学校と地域の連携・協働】 

○ これからの時代の教育に要請される「社会に開かれた教育課程」の実現

に向け、また、学校が抱える複雑かつ多岐にわたる課題の解決に向けては、

保護者や地域の理解・協力が不可欠となります。これまで以上に学校と保

護者・地域等が目標や課題を共有し、教育の当事者となり、課題の解決や

教育活動の充実を図るため、「板橋区コミュニティ・スクール（iCS）」の

導入を進める必要があります。 

【家庭状況の変化への対応】 

〇 家庭教育はすべての教育の出発点となります。しかしながら、核家族化、

ひとり親家庭の増加、地域社会の変化等により、子どもに関する様々な悩

み、不安を抱えながらも身近に相談できる相手がいないという課題があ

ります。 

 このような課題に対応するためには、学校だけでなく地域に暮らす

人々による支援を行う仕組みづくりが必要となります。 



26 

【人生 100 年時代の到来と重要性を増す生涯学習への対応】 

〇 今後の地域社会を持続可能なものとし、また、「人生 100 年時代」にお

ける個人の人生を豊かなものにする上で、生涯にわたる学びや、それを通

じた他者との対話・協働が不可欠です。そのために、生涯にわたり学び続

けることができる機会の充実が求められています。 

〇 多様な価値観をもった人々がともに学び、その成果を地域に還元する

活動を、学校教育と連携・協働しながら展開することで、世代を超えた「学

びの循環」の構築をめざしていく必要があります。 

〇 また、板橋区には、板橋グリーンカレッジや板橋区文化団体連合会の活

動等、教育委員会が行っているもの以外にも、生涯にわたる学びや地域コ

ミュニティの活性化に関わる取組があります。こうした取組の状況も踏

まえ、組織横断的に生涯学習の更なる充実を図っていく必要があります。 
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計画における取組 
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３ 計画における取組  

取り組むべき事業の 

体系と内容 

次の重点施策ごとに、取り組むべき個別の事業とその内容を示し

ています。 

なお、板橋区が抱える教育課題に対応し、子どもたちがこれから

の社会を生き抜くために必要となる資質・能力を育むため、 

① 保幼小接続・小中一貫教育の推進

② 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入

③ 教職員の働き方改革

を３つの柱として取り組んでいきます。 

計画における事業の

体系 及び 

重点施策・個別事業 

 「いたばし学び支援プラン 2021」では、「板橋区教育ビジョン 2025」で掲げる重点施策の体

系に基づき、それを具現化するための事業を位置付けています。 

重点施策１ 

 確かな学力の定着・向上 

重点施策２ 

 豊かな人間性の育成 

重点施策３ 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機 

とした教育の推進 

重点施策４ 

誰もが希望する質の高い教育を受けられる環境の整備 

重点施策５ 

 保幼小中のつながりある教育の実現 

重点施策６ 

 安心・安全な教育の推進と学校環境の整備 

重点施策７ 

 地域による学び支援活動の促進 

重点施策８ 

 生涯学習社会へ向けた取組の充実 

重点施策９ 

 家庭における教育力向上への支援 

すべての方向性に共通する事業 
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第３章 計画における取組 

計画における事業の体系 

 「いたばし学び支援プラン 2021」では、「板橋区教育ビジョン 2025」で掲げる

９つの重点施策の体系に基づき、それを具現化する取組として、個別事業を掲載

しています。 

個別事業は、計画期間の３年間で主に事業量に変化がある事業を「進行管理事

業」とし、事業量が一定もしくは検討段階である事業を「その他事業」と位置付

けています。 

 なお、「いたばし学び支援プラン 2021」では、板橋区が抱える教育課題やこれ

からの社会を生き抜くために必要な資質・能力の育成に向け、①保幼小接続・小

中一貫教育の推進、②板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入、③教職員

の働き方改革を３つの柱として、部門横断的に取り組んでいきます。 

柱２ 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入
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《 重点施策及びその実現のための個別事業 》 

● 進行管理事業（３年間で主に事業量に変化がある事業）

○ その他事業（事業量が３年間一定もしくは検討段階である事業） 

重 点 施 策 個 別 事 業 

(１) 確かな学力を育てる授業づくりと学習環境の確保

○ 教科等指導専門官の活用

● 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施

○ ICT 環境の整備・活用

○ デジタル教科書の整備・活用

(２) 読み解く力の育成

● 読みの力を身に付ける指導の実施

● 読み解く力の育成を通した学力向上

(３) 図書館を活用した学校の読書活動の充実

○ 学校図書館の充実

○ 区立図書館と学校との連携強化

(４) 英語力の向上

○ 英語教育の充実

○ 板橋区版「英語村」の実施

(５) プログラミング的思考の育成

● プログラミング教育の推進

○ ロボットプログラミング教室の実施

P34 

P38 

P40 

P42 

P44 

(１) キャリア教育の充実

○ 体験活動の充実・アントレプレナーシップ教育の推進

(２) 環境教育の推進

○ 「板橋区環境教育推進プラン 2025」に基づく環境教育の推進

(３) 各校における「学校いじめ未然防止等基本方針」に

よる取組

○ 各学校園における「学校いじめ未然防止等基本方針」による取組

● 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施【再掲】

P46 

P47 

P49 

重点施策 １ 

確かな学力の 

定着・向上 

重点施策 ２ 

豊かな人間性の 

育成 
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重 点 施 策 個 別 事 業 
 

   

 

 

(１) オリンピック・パラリンピック教育の推進 

● 「もてなしの心」促進事業の推進・拡充 

○ 行動体力・防衛体力の向上に向けた取組の推進 

○ 板橋区版「英語村」の実施【再掲】 

 

P51 

   

 
(１) 特別支援教育の充実 

● 特別支援教室（STEP UP 教室）の導入 

● 特別支援学級の設置 

○ 特別支援教育に関する理解啓発 

○ 特別支援学級教員の専門性向上 

(２) 不登校対策の推進 

○ 不登校改善重点校事業の実施 

○ 板橋フレンドセンターの充実 

● 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施【再掲】 

(３) 中高生勉強会の推進 

○ 中高生勉強会の推進 

(４) 外国籍の子どもへの対応 

● 日本語の能力が十分でない児童・生徒への対応 

P54 

 

 

 

 

P58
 

 

 

 

P60
 

 

P61
 

   

  

 

(１) 保幼小の円滑な接続 

○ 幼児期の教育の充実 

● スタートカリキュラムの推進 

○ 私立幼稚園との連携による幼小接続の推進 

(２)小中一貫教育の推進 

● 「板橋の i（あい）カリキュラム」の作成及び実践 

● 読みの力を身に付ける指導の実施【再掲】 

● 読み解く力の育成を通した学力向上【再掲】 

 

 

P62 

 

 

 

P66 

 

   

重点施策 ３ 

東京 2020 

オリンピック・

パラリンピック

競技大会を契機

とした 

教育の推進 

重点施策 ４ 

誰もが希望する 

質の高い教育を 

受けられる 

環境の整備 

重点施策 ５ 

保幼小中の 

つながりある 

教育の実現 

柱１ 保幼小接続・小中一貫教育の推進     柱１ 保幼小接続・小中一貫教育の推進     
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重 点 施 策 個 別 事 業 
 

   

 

(１) 魅力ある学校づくりの推進 

● 「いたばし魅力ある学校づくりプラン」の推進 

● 学校の改築 

● 学校の改修 

● 学校施設の整備 

● 給食用設備・備品の更新 
 

(２) 自分を守り、相手を大切にする教育の推進 

○ 安全教育の推進 

○ 「スマートフォン・携帯電話等情報端末使用ルール」 

リーフレットの活用 
 

(３) 安心・安全な放課後の居場所の確保 

○ 放課後対策事業「あいキッズ」の推進 

P68 

 

 

 

 

 
 

P72 

 

 

 
 

P74 

   

 

 

 

(１) 地域人材による学校支援と参加の促進 

● 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入 
 

(２) 子どもたちの健全育成の推進 

○ 青少年健全育成事業の推進 

 

P75 

 
 

P77 

   

 

(１)中央図書館の改築・事業拡大と「絵本のまち板橋」

の推進 

● 中央図書館の改築及び事業の拡充 

● 生涯を通じた読書活動の支援 

● 「絵本のまち板橋」の推進 
 

(２) 世代を超えた「学びの循環」に向けた支援 

○ 中高生・若者支援の拡充と活性化 

● プラネタリウムの改修 
 

(３) 板橋区の歴史・産業・文化の発信による新たな 

魅力・価値の創出 

● 板橋区史跡公園（仮称）の整備 

● 旧粕谷家住宅の公開 

○ 郷土資料館の展示再整備 

○ 赤塚地域スタンプラリーの開催 

P78 

 

 

 

 
 

P81 

 

 
 

P83 

   

重点施策 ６ 

安心・安全な 

教育の推進と 

学校環境の整備 

 

重点施策 ７ 

地域による 

学び支援活動の 

促進 

柱２ 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入 柱２ 板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入 

重点施策 ８ 

生涯学習社会へ 

向けた取組の 

充実 
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重 点 施 策 個 別 事 業 
 

   

 

 

(１) 家庭教育支援の推進 

○ 家庭教育支援チームの拡充 

 

P87 

   

  

 

(１) 教職員の働き方改革 

○ 教職員の働き方改革 

(２) 区民が身近に感じる教育委員会の実現 

○ 広報活動の充実 

○ 主体的に働きかける教育委員会の充実 

 

 

P89 

 

P91 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重点施策 ９ 

家庭における 

教育力向上への 

支援 

すべての方向性に 

共通する事業 

 柱３ 教職員の働き方改革  柱３ 教職員の働き方改革 
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〇 子どもたち一人ひとりの学力を定着・向上させていくためには、「わかる・

できる・楽しい授業」づくりが重要です。 

〇 学習の基盤となる資質・能力や現代的な諸課題に対応する力等をすべての

子どもたちが身に付けられるようにするためには、授業規律を整え、共通した

指導の視点で授業が展開されることが必要と捉え、平成 27（2015）年度に「板

橋区授業スタンダード」を策定しました。これには、授業革新の推進の視点や、

実際に授業を行う際の1単位時間の学習の流れが示されています。策定以降、

全小中学校の教員が「板橋区授業スタンダード」を基盤とした授業革新に取り

組み、さらに、新学習指導要領に示されている「主体的・対話的で深い学び」

につながる質の高い授業をめざしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策 １ 

確かな学力の定着・向上 

「板橋区授業スタンダード」（平成 31（2019）年度） 
 

■授業革新推進の視点 

 ・問題解決型・探究型の授業 

 ・協働学習の導入 

 ・指導と評価と支援の一体化 
 
■授業におけるマナー・ルールの徹底（学びのエリアでの共通化） 
 
■ICT 機器（電子黒板・タブレットパソコン等）の活用 
 
■１単位時間の学習の基本的な流れ 
  めあて（学習の目標）の提示  
・ひとりで学ぶ時間の確保 
・ペアワーク、グループワーク等による、子ども同士で学び合い、 
教え合う時間の確保 

  ・教科書を正しく読んだり、書いたりする活動の設定 
  学習のまとめ・振り返りの実施  

（１）確かな学力を育てる授業づくりと学習環境の確保 
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〇 また、授業革新を効果的に行うため、授業力の高い教員を「板橋区教科等指

導専門官」に任命し、授業の公開や、若手教員等の授業づくりに対する指導・

助言を行います。 

〇 学力の定着・向上のためには、学習環境を整えることも重要です。 

そのうち、教員による学級経営の面では、子どもたちが力を十分に発揮し主

体的・協働的に学習に取り組める環境を整えるため、平成 28（2016）年度か

ら、学校生活への意欲や学級に対する満足度を把握することができるアセスメ

ントを導入しています。今後もこれを活用した学級の安定化を進めていきます。 

また、授業づくりを支える ICT 環境の面では、平成 27（2015）年度から順

次導入を行ってきた ICT 機器及びデジタル教科書の今後の充実について検討

を行います。 

【 事業の概要 】 

① 教科等指導専門官の活用（指導室）

平成 30（2018）年度から、教科等における高い授業力がある教員の中から、

板橋区教育委員会が「板橋区教科等指導専門官」を任命しています。任命された

教員は、各学期に１回模範となる授業を公開するとともに、若手教員等に対し、

研修を通じて授業づくりについての指導・助言を行います。 

 教科等指導専門官の指導・助言により、「板橋区授業スタンダード」を基盤と

した授業や、教科等の特性を踏まえた「主体的・対話的で深い学び」の実現に向

け、教員の更なる授業革新を図ります。 

目 標 ３年間の取組 

教科等指導専門官の指導・助言により、「板橋

区授業スタンダード」を基盤とした授業や、教

科等の特性を踏まえた「主体的・対話的で深い

学び」の実現に向け、教員が授業革新に取り組

む。 

・「板橋区教科等指導専門官」の任命 

・教科等指導専門官による授業公開を各学期

に 1回実施 

・教科等指導専門官による研修を通じた若手

教員への指導・助言 
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② 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施（指導室）

学力の定着・向上を図るためには、子どもたち一人ひとりが自己の力を発揮し、

主体的・協働的に学習に取り組むことのできる学習環境を整えることが必要で

す。 

学校生活における満足度や意欲、学級集団の状態を把握することのできるア

セスメントを小学校第５・６学年及び中学校第１・２学年で実施し、教員の日常

の観察や面接では把握できない個人の内面や学級集団と個人との関係を、客観

的に捉えることができるようにします。児童・生徒一人ひとりの特性や心情、学

級全体の状況を教員が的確に把握し指導に生かすことで、安心して落ち着いて

学習できる環境づくりを図ります。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

アセスメントを実施

し、安定した学習環境

を整える。 

①アセスメントの効

果的な活用を推進す

るため、活用に関する

説明会を開催する。 

②アセスメントを実

施し、安定した学級集

団づくりを行う。 

①活用に関する説明

会を開催する。 

②アセスメントを実

施し、安定した学級集

団づくりを行う。 

①活用に関する説明

会を開催する。 

②アセスメントを活

用した取組を実践し、

学級の安定化や学力

向上の取組について

効果検証を行う。 

③ ICT 環境の整備･活用（教育支援センター）

板橋区では、「わかる・できる・楽しい授業」や、児童・生徒の「興味・関心・

意欲を引き出す授業」を実現させ、自ら考え判断し、表現できる力を育むことの

必要性から、授業革新をめざして、電子黒板やタブレット端末等の ICT 機器及

び無線 LAN 環境を整備してきました。 

 今後は、未整備となっている少人数教室や特別教室への整備拡大を検討する

とともに、研修や ICT 支援員によるサポートを継続して行うことにより、教員

が意欲的に創意工夫して ICT 機器を活用し、最終的に機器の操作や効果的な活

用方法が学校に浸透したものとなるようにしていきます。 
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目 標 ３年間の取組 

○ ICT 機器の機能を効果的に活用し、「わか

る・できる・楽しい授業」を展開する。 

○ 児童・生徒の学習への興味・関心を高める。 

○ 教員と児童・生徒が相互に情報伝達を図っ

たり、児童・生徒同士が教え合い、学び合う協

働学習を実現する。 

・電子黒板等 ICT 機器の運用・保守、更改

・タブレット端末・無線 LAN の運用・保守

④ デジタル教科書の整備・活用（教育支援センター）

板橋区では、ICT 機器の整備と合わせて、小学校算数、中学校数学・英語の指

導者用デジタル教科書を順次導入しました。 

 指導者用デジタル教科書は、教科書等の内容をそのまま拡大表示するだけで

はなく、任意の箇所の拡大、任意の文章の朗読、動画表示等の機能を有していま

す。電子黒板の機能と併せて活用することで、表示した教科書へのマーキングや

補足説明の追記等が可能となり、児童・生徒にとって分かりやすく、理解の深ま

る授業につながります。 

 今後は、教科書採択に合わせて指導者用デジタル教科書の整備を行うととも

に、導入教科の拡大を検討していきます。また、学習者用デジタル教科書につい

ては、国や東京都、他自治体の動向を踏まえつつ、その効果等について研究して

いきます。 

目 標 ３年間の取組 

○ 指導者用デジタル教科書を活用し、分かり

やすく理解が深まる授業を実現する。 

○ 電子黒板との効果的な併用により、児童・

生徒の関心や授業への集中力を高め、学力を

向上させる。 

・整備済のデジタル教科書（小学校算数、中学

校数学・英語）の効果検証 

・導入教科の拡大検討



38 

〇 教科書の文章や問題文の意味や意図を正しく読み取る「読み解く力」は、す

べての教科の学習、ひいては就業や日常生活にも影響するものです。やがて到

来する「超スマート社会」においては、「読み解き表現する力」「論理的思考力」

「情報活用能力」が非常に重要であるとも言われており、これからの時代を生

きる子どもたちには、文章や情報を正確に理解し、論理的思考を行う基礎とな

る「読み解く力」がより一層必要となります。 

〇 文章を読み解く前提として、言葉や文を正しく読む力が必要です。日本語の

「読み」の中には変則的なものもあり、学習につまずく前やつまずきが深刻化

する前に、早期の指導・支援を行うことが重要となります。 

【 事業の概要 】 

① 読みの力を身に付ける指導の実施（指導室）

特につまずきの多い「特殊音節（のびる音、つまる音、ねじれる音）」11 を中

心とした指導・支援を行い、早期に、確実に読みの力を習得させることをめざし

ます。 

読みのつまずきに関するアセスメントとそれに対応した指導用教材を使用し、

アセスメントの結果を基に、児童の読みの力の段階に応じた指導を行います。

子どもたちに、すべての学習の基礎となる、言葉や文を正しく読む力を身に付

けさせることで、学力向上につなげていきます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

読むことのつまずき

を解消し、学力向上に

つなげる。 

①模擬授業の実施

②各小学校でアセス

メントの実施及び指

導・支援 

③活用推進校におけ

る実践事例の周知 

①模擬授業の実施

②各小学校でアセス

メントの改善・実施及

び指導・支援 

①模擬授業の実施

②各小学校でアセス

メントの改善・実施及

び指導・支援 

11 のびる音…母音を伸ばしたもの。長音。 例：「おかあさん」「ふうせん」  

つまる音…「っ」で表記されるもの。促音。 例：「せっけん」「かっぱ」 

ねじれる音…「ゃ」「ゅ」「ょ」で表記されるもの。拗音。 例：「しゃしん」「ちょきん」 

（２）読み解く力の育成
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② 読み解く力の育成を通した学力向上（指導室）

文章の仕組みや意味を正しく理解するために必要な「基礎的な読む力」を測る

テストを実施します。テストの結果は６つの分類 12において分析し、児童・生徒

の実態を客観的に把握します。その上で、「読み解く力」を育成する指導方法や

教材等について、全小中学校・全学年で、教育委員会と学校が協働して実践と研

究に取り組みます。

 研究結果を踏まえて全小中学校で取組を推進することにより、読み解く力の

向上を図り、所属学年各教科の教科書の文章を正しく読めるようにするととも

に、「全国学力・学習状況調査」の平均正答率を東京都と同等にすることを目標

とします。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

読み解く力を育成し、

「全国学力・学習状況

調査」の区の平均正答

率を東京都の平均と

同等にする。 

①「基礎的な読む力」

を測るテストを実施

する。 

②学びのエリアの指

定校を指定し、全小中

学校でテストを活用

した研究に取り組む。 

③小中学校教員によ

る研究・研修組織にお

いて、読み解く力を向

上させるための指導

事例を研究する。 

①「基礎的な読む力」

を測るテストを実施

する。 

②学びのエリアの指

定校の取組を参考に

しながら各学校で取

り組む。 

③各教科等の指導事

例についてのリーフ

レットを作成し、教員

及び保護者へ周知す

る。 

①「基礎的な読む力」

を測るテストを実施

し、効果検証を行う。 

②テストを活用した

取組を学びのエリア

ごとに実践し、効果を

検証する。 

③９年間の指導計画

を作成し、全小中学校

全教員で実践する。 

12 係り受け解析（文の構造を正しく把握する。） 

照応解決（代名詞が何を指しているかを正しく認識する。） 

同義文判定（与えられた二文が同義かどうかを正しく判定する。） 

推論（既存の知識と新しく得られた知識から論理的に判断する。） 

イメージ同定（文と図を正しく対応づける。）

具体例同定（辞書の定義を用いて新しい語彙とその用法を獲得できる。また、理数的な

定義を理解し、その用法を獲得できる。）
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〇 学力には、読書が大きく影響します。「板橋区子ども読書活動推進計画 2020」

では、平成 27（2015）年の「全国学力・学習状況調査」における板橋区内の

結果を分析したところ、「読書が好き」と回答した児童・生徒は、国語、算数、

数学ともに全国の平均正答率を上回り、「読書が好きではない」と回答した児

童・生徒は、国語、算数、数学ともに全国の平均正答率を下回っていたことか

ら、読書と学力の相関関係を述べています。 

〇 学校における読書活動を支えるものとして、校内にある学校図書館の活用

や、区立図書館による支援があります。これらの充実により、学校における児

童・生徒の読書活動を豊かにし、学力向上につなげます。 

【 事業の概要 】 

① 学校図書館の充実（学務課・中央図書館）

学校図書館の環境整備については、これまで司書の配置や中央図書館による

ボランティア（図書館サポーター）の派遣、学校支援地域本部による活動、学校

図書館に整備すべき標準図書数の達成により充実を図ってきました。 

今後は、司書配置の効果（開館時間の拡大、貸出冊数の増加による児童・生徒

の読書活動の活性化等）を検証するとともに、各学校での効果的な事例を共有し、

学校図書館の一層の充実を図ります。また、図書館サポーターの配置を進めてい

きます。 

 学校図書館が児童・生徒の読書センター、学習・情報センターとしての機能を

果たすことにより、読書活動・学習活動の活性化を図ります。 

目 標 ３年間の取組 

学校図書館の児童・生徒の読書センター、学

習・情報センターとしての機能を充実し、読書

を通じた子どもの育成を図る。 

・全校の標準図書数の維持

・司書配置の効果検証

・各学校の事例の共有

・図書館サポーターの配置

（３）図書館を活用した学校の読書活動の充実
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② 区立図書館と学校との連携強化（中央図書館）

区立図書館では、学校への積極的な情報発信や支援等、様々な取組を行うこと

で、児童・生徒の読書活動を推進し、学力向上の一助となることをめざしていま

す。 

 今後は中央図書館を中心に、全区立図書館において読書のきっかけづくりと

習慣化をめざし、「小学生用読書通帳」「中学生用読書通帳」の活用・定着を図り

ます。学校現場と意見交換を重ね継続的に取り組むほか、講座等の出前事業を実

施します。さらに、読書活動から、考える力や表現する力を高める取組として、

「図書館を使った調べる学習コンクール」事業への参加につなぐほか、「読書感

想文コンクール」の実施においても、小中学校と体系的な連携を進めます。 

目 標 ３年間の取組 

学校への積極的な情報発信や支援を行うこと

で、児童・生徒の読書活動を推進する。 

・学校現場との意見交換による読書通帳の活

用・定着 

・学校への出前事業の実施

・調べる学習コンクール事業への参加校拡大

のための活動（相談会の拡充等） 

・読書感想文コンクール（小中学校ごとの実

施）における学校との連携 
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〇 新学習指導要領では、小学校において第５・６学年で外国語科、第３・４学

年で外国語活動が新設されました。また、小中学校ともに「聞くこと」、「読む

こと」、「話すこと（やり取り・発表）」、「書くこと」という４技能を通した英

語教育の充実が必要となっており、これら４技能をバランスよく育成するこ

とが求められます。 

そのために、ALT（Assistant Language Teacher 小中学校に配置している

外国人指導員）、ICT 機器やアセスメントツールを活用した取組を行います。 

〇 また、中学生をマレーシアへ派遣する海外派遣事業や、英語のみを使用して

海外生活を疑似体験する「英語村」を実施し、英語力とともに国際理解や多文

化共生の考え方を育成します。 

〇 中学校卒業段階で CEFR 13 A１（英検３級）程度以上の英語力をもつ生徒を

50％以上にすることを目標として、英語力の向上を図っていきます。 

 

【 事業の概要 】 

① 英語教育の充実（指導室・教育支援センター） 

小学校においては、外国語科の新設等に対応し、ALT を活用して児童がネイテ

ィブの英語に触れ、外国人とコミュニケーションを取る場面を増やすことで、英

語に対する意欲を向上させるとともに、異文化コミュニケーションの楽しさを

学ぶことができるようにします。併せて、教員の研修を行います。中学校におい

ては、ALT や ICT 機器、デジタル教科書を活用するとともに、英語力アセスメン

トツールにより生徒の４技能の能力を的確に把握した上で効果的な指導事例を

開発し、実践していきます。 

 

 

             
13  Common European Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, 

assessment（外国語の学習、教授、評価のためのヨーロッパ共通参照枠）。外国語の学習

者の習得状況を示す際に用いられる国際的な指標で、「第３期教育振興基本計画」におい

ても英語力の指標として用いられています。外国語の運用能力を基礎段階から熟練まで

A１、A２、B１、B２、C１、C２の６つのレベルで表し、文部科学省が作成した対照表では、

A１は英検３級相当とされています。 

（４）英語力の向上 
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また、平成 29（2017）年度から実施している中学生海外派遣事業を継続して

行います。もともと使われている言語とは別に英語を広く使用しているマレー

シアは、生徒が英語を身に付け実際に活用できるようになる上で非常に有効な

環境です。ホームステイや学校訪問、ペナン植物園への表敬訪問等の実体験を通

して、積極的に英語でコミュニケーションを図ろうとする姿勢を育て、帰国後は

その経験を自校及び小学校等に伝え共有します。 

目 標 ３年間の取組 

児童・生徒の４技能をバランスよく育成する

ことで、中学校卒業段階で CEFR A１（英検３

級）程度以上の英語力をもつ生徒を 50％以上

にする。 

・ALT・ICT 機器・デジタル教科書の活用

・生徒の４技能の能力を踏まえた効果的な指

導の実践 

・中学生海外派遣事業の実施

② 板橋区版「英語村」の実施（生涯学習課）

児童・生徒を対象として、英語の学習意欲の向上と国際的な視点の育成を目的

に、英語のみを使用し海外生活を疑似体験できる場を提供します。カードゲーム

やアクティビティを取り入れ、入国審査や飛行機内、海外生活等で使用する英会

話を楽しみながら学ぶことにより、英語に親しみを感じ、苦手意識を軽減または

払拭して、積極的にコミュニケーションする意欲を引き出します。 

 さらに、外国人講師と交流をもつことで、国際理解や多文化共生の考え方を育

成できるほか、英語を通じ、将来の仕事観や自分の将来像について考える機会も

得られます。 

目 標 ３年間の取組 

○ 児童・生徒の英語の学習意欲の向上

○ グローバル人材の育成

・板橋区版「英語村」の実施

・効果検証

・実施回数・場所・プログラムの検討
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〇 小学校の新学習指導要領では、情報活用能力の育成を図るため「プログラミ

ング的思考」14を育むこととされています。コンピュータに意図した処理を行

わせるために必要な論理的思考力は、これからの社会を生きていく子どもた

ちにとって、AI を活用する能力として将来どのような職業に就くとしても極

めて重要なものとなります。

〇 プログラミング教育は新しい教科としては設置されないため、実際に授業

を行うにあたっては、各校で指導計画等を作成する必要があります。区として

基本となる指導計画等を作成し、全小学校で一定の水準のプログラミング教

育が行われるようにします。 

〇 学校教育以外にも、教育科学館でロボットプログラミング学習事業を実施

し、学校におけるプログラミング教育を補完します。 

【 事業の概要 】 

① プログラミング教育の推進（教育支援センター）

小学校で一定の水準のプログラミング教育を行うために、「板橋区プログラミ

ング教育指導計画」を策定し、基本となる指導計画等を作成します。策定にあた

っては、プログラミング教育推進委員会を設置し、平成 30（2018）年度から行

っているプログラミング教育推進校の取組内容も踏まえながら進めていきます。 

14  自分が意図する一連の活動を実現するために、どのような動きの組合せが必要であり、

一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み合わせたらいいのか、記号の組合せ

をどのように改善していけば、より意図した活動に近づくのか、といったことを論理的

に考えていく思考のこと。

（５）プログラミング的思考の育成

プログラミング教育のねらい 

① 「プログラミング的思考」を育むこと。

② プログラムの働きやよさ、情報社会がコンピュータ等の情報技術によっ

て支えられていることなどに気付くことができるようにするとともに、

コンピュータ等を上手に活用して身近な問題を解決したり、よりよい社

会を築いたりしようとする態度を育むこと。

③ 各教科等での学びをより確実なものとすること。
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作成した指導計画等を全小学校の教員へ配付し、各校で授業実践を行い、プロ

グラミング教育を推進します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

「板橋区プログラミ

ング教育指導計画」を

策定し、全小学校にプ

ログラミング教育に

おける指導内容の普

及・啓発を図り、子ど

もたちの「プログラミ

ング的思考」を育む。 

①プログラミング教

育推進委員会を設置

する。 

②定期的に３部会（算

数、理科、総合的な学

習の時間）を開催し、

「板橋区プログラミ

ング教育指導計画」を

策定する。 

定期的に３部会を開

催し、「プログラミン

グ教育指導計画」に基

づいた実践事例等を

作成、全小学校の教員

に配付し、プログラミ

ング教育の推進を図

る。 

「プログラミング教

育指導計画」に基づい

た授業実践を公開し、

プログラミング教育

の推進を図る。 

② ロボットプログラミング教室の実施（生涯学習課）

教育科学館の専門性や設備を活用し、小中学生を対象として、家庭や学校では

触れる機会の少ないロボットを利用したプログラミング学習の講座を開催しま

す。 

習熟度に応じた複数コースを設定し、パソコンやロボットの取扱方法から、セ

ンサー等を使用してロボットに次の動きを判断させるプログラムを作るまで、

段階的に技術を習得できるようにします。 

また、講座修了者を中心としたチームを結成し、ファーストレゴリーグ 15 に

参加します。リーグでは、プログラミングだけでなくプレゼンテーション能力も

求められるため、それらを総合的に学習しつつプログラミング的思考を養って

いきます。 

目 標 ３年間の取組 

○ プログラミング的思考の育成

○ 板橋区の理科教育水準の向上

・習熟度別ロボットプログラミング教室の実

施 

・ファーストレゴリーグチームの育成・大会

出場 

15  ９歳～16 歳の青少年を対象とした世界最大規模の国際的なロボット競技会で、日本で

は 2004 年から開催されています。参加する子どもたちはチームを編成し、競技用ロボッ

トの製作及びプログラミング、研究発表のための情報収集とプレゼンテーションを行い

ます。
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〇 新学習指導要領では、児童・生徒が働くことの現実や自己の将来について意

識し、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しつつ、社会的・職業的自立

に向けて必要となる資質・能力を身に付けていくことを、キャリア教育の中心

的課題としています。学校は特別活動を中心としつつ、各教科等の特質に応じ

てキャリア教育の充実を図ることが求められています。 

〇 全小中学校におけるキャリア教育で、学校と社会が連携・協働し、子どもた

ちが多様な人々と関わりながら学ぶ環境を整えていきます。 

【 事業の概要 】 

体験活動の充実・アントレプレナーシップ教育の推進（指導室） 

学校と区内の企業や商店街等との連携を図り、組織的にカリキュラム・マネジ

メント 16を行い、年間指導計画に位置付けた体験活動を促進します。児童・生徒

が体験活動を通し、自己肯定感や自己有用感を高め、自分の役割を果たしつつ自

分らしい生き方を実現していくこと、働くために学ぶことへの意欲を醸成しま

す。

また、学校と企業や商店街等と連携したキャリア教育（職場体験活動、起業家

体験活動(アントレプレナーシップ教育）等)の取組の様子を広く知っていただ

くため、区ホームページで発信します。 

目 標 ３年間の取組 

体験活動（職場体験や起業家体験等）を通して

社会的・職業的自立に向けて必要となる資質・

能力を身に付けた児童・生徒を育成する。 

・地域・区内の企業や商店街等と連携した学

習を実践する。 

・実践事例を区ホームページで紹介する。

16 21 ページ脚注参照。 

重点施策 ２ 

豊かな人間性の育成 

（１）キャリア教育の充実
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〇 板橋区は環境への取組として全国に先駆けて緑のカーテンを提唱し、全学

校園で実践しています。 

〇 また、平成 27（2015）年度に策定された「板橋区環境教育推進プラン 2025」

に基づき、効果的な環境教育を進めていくため、テキスト「未来へ」を活用し、

全小中学校で環境教育の充実を図っています。 

〇 小学校２校、中学校１校がユネスコスクール 17に加盟申請し、このうち小学

校２校が平成 30（2018）年度、加盟校として認定されました。今後も、ユネ

スコスクール加盟校及び申請校を拠点として、ESD18 の考え方を取り入れた環

境教育を推進し、SDGs19の実現につなげます。 

 

【 事業の概要 】 

「板橋区環境教育推進プラン 2025」に基づく環境教育の推進（指導室） 

 各学校園において、「板橋区保幼小中一貫環境教育カリキュラム」に基づき、

テキスト「未来へ」やエコポリスセンター、地域人材等を活用し、各教科等を通

して環境教育に取り組みます。FEEL（関わる・知る・感じる）、THINK（主体的に

問題解決をする）、ACT（これまで身に付けた力を活用し、行動に移す）の３つの

段階で環境教育を行うことで、幼児・児童・生徒の「環境についての感受性、共

生や思いやりの心」、「環境に対する見方・考え方」、「環境に働きかける実践力」

を育成します。 

 
 
             
17  ユネスコの理念を実現するための実践を行う学校で、世界中の学校との交流を通じて

情報や体験を分かち合うこと、地球規模の諸問題に若者が対処できるような新しい教育

内容や手法の開発、発展をめざすことを目的として活動を行います。文部科学省及び日

本ユネスコ国内委員会は、ユネスコスクールをESDの推進拠点として位置付けています。 
18  Education for Sustainable Development（持続可能な開発のための教育）。環境を含

む様々な現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組むことによ

り、解決につながる新たな価値観や行動を生み出すこと、それによって持続可能な社会

を創造していくことをめざす学習や活動を指します。 
19  22 ページ参照。SDGs の 17 の目標には気候変動への対応や海・陸の豊かさを守ること

も含まれています。板橋区ではユネスコスクールを拠点として、SDGs の実現につながる

ESD に環境の分野で取り組んでいます。 

（２）環境教育の推進 
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ユネスコスクール加盟校及び申請校は、幼児・児童・生徒がエコポリスセンタ

ーから「子ども環境大使」として任命され、ESD を推進する拠点となります。児

童会や生徒会の活動、地域との連携による清掃等、各校の特色を生かした取組を

行い、エコポリスセンターで発表しています。こうした活動を ESD の考え方に

基づいて行うことにより、人格の発達や、自律心、判断力、責任感等の人間性と、

他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関係性を認識し、「関わり」、「つ

ながり」を尊重できる力を育成します。 

目 標 ３年間の取組 

幼児・児童・生徒の「環境についての感受性、

共生や思いやりの心」、「環境に対する見方・

考え方」、「環境に働きかける実践力」を育成

する。 

・学校園において、「板橋区保幼小中一貫環境

教育カリキュラム」に基づいて環境教育に取

り組む。 

・ユネスコスクール加盟校及び申請校におい

て ESD を先進的に推進する。 
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〇 平成 25（2013）年に「いじめ防止対策推進法」が施行され、板橋区におい

ても平成 26（2014）年 10 月より「東京都板橋区いじめ防止対策の基本理念、

組織等に関する条例」を施行し、「板橋区いじめ防止対策基本方針」を策定し

ました。また、各学校園で「学校いじめ未然防止等基本方針」を策定し、いじ

めの未然防止や早期発見・早期対応を図っています。 

〇 全学校園で「いじめ見逃しゼロ」を掲げ、いじめを認知する感度を高め、軽

微ないじめも見逃さず、いじめの解消に向けて組織的に対応するように努め

ていますが、近年のいじめの複雑化、多様化により解決が困難な事例も増加し

ているのが現状です。 

〇 いじめは、子どもの生命や心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響

を及ぼすものであり、絶対に許されない行為です。いじめはどの学校でも、ど

の子どもにも起こり得るとの認識のもと、教職員が組織的に対応するととも

に、保護者、地域住民、関係機関等との緊密な連携により、いじめ問題に正面

から対峙し、解決に導いていかなければなりません。 

 

【 事業の概要 】 

① 各学校園における「学校いじめ未然防止等基本方針」による取組（指導室） 

各学校園では、いじめ防止の取組の基本的な方向や内容を「学校いじめ未然防

止等基本方針」に定め、いじめのアンケートを年３回以上実施しています。また、

年３回以上いじめに関する校内研修及び授業を実施し、授業は年１回以上保護

者や地域に公開します。こうした取組により、いじめに関する教職員の感覚を鋭

敏にし、軽微ないじめを見逃さずに的確に認知し、情報共有のもと、組織的な対

応が行えるようにします。 

さらに、全中学校の生徒会役員を対象とした生徒会交流会やいじめシンポジ

ウムを実施し、子どもたち自身がいじめを自分たちの問題として主体的に考え、

話し合い、行動する力を身に付けられるようにします。 

 

 

 

 

（３）各校における「学校いじめ未然防止等基本方針」による取組 
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目 標 ３年間の取組 

いじめは、いじめを受けた子どもの生命又は

身体に重大な危険を生じさせるおそれがある

重大な人権侵害であることについて、子ども

の理解を深める。 

・学校の基本方針に基づく、

いじめに係る研修 

年３回以上の授業 

年３回以上のアンケートの実施 

・生徒会交流会、いじめシンポジウムの実施

② 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施（指導室）【再掲（36 ページ参照）】 

学校生活における満足度や意欲、学級集団の状態を把握することのできるア

セスメントを小学校第５・６学年及び中学校第１・２学年で実施します。個人の

内面や学級集団と個人の関係を教員が客観的に把握することで、いじめの早期

発見・早期対応や深刻化の予防につなげます。 
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〇 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、板橋区では、平

成 27（2015）年度に「板橋区オリンピック・パラリンピック教育プラン」を

策定し、全学校園で「いたばし５つの取組」として、「まなぶ・うごく・かか

わる・ふれあう・もてなす」の視点で実践を行うこととしました。平成 28（2016）

年度からは、「『東京都オリンピック・パラリンピック教育』実施方針」に基づ

く事業が始まり、これらを組み合わせて全学校園で各教科等の実践を積み重

ねています。 

〇 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向け、全学校園で

取組を継続します。大会後も、オリンピック・パラリンピック教育のレガシー

として、学校において、子どもたち一人ひとりの人生の糧となる取組を、家庭

や地域の方々と連携しながら実践していきます。 

〇 全学校園で体力テスト等を実施し、板橋区及び各学校園の幼児・児童・生徒

の体力や運動能力についての現状を把握しています。この分析を基に「一校園

一取組」20や「走快プロジェクト」21等を視点とした体力向上推進計画を作成

し、行動体力 22の向上に向けて取り組んでいます。また、体力向上推進委員会

において、行動体力・防衛体力 23の向上に向けた取組事例を紹介するリーフレ

ット等を作成して、各学校園や家庭へ周知を図っています。 

20  「総合的な子どもの基礎体力向上方策」（東京都教育委員会）に基づき、全学校園で子

どもたちの体力向上に向けた具体的な目標を設定し、実態に応じた特色ある取組を推進

する運動。 
21  １日平均１時間程度の運動習慣を定着させることをめざして、各学校園で子どもたち

の実態に応じた取組を行うことにより、全身持久力を伸ばしていく活動。
22 生活や健康維持等のために、積極的に身体活動に活用される体力。
23  免疫力も含めた人間に備わっている能力を活用し、運動、疲労、また、気温の変化、化

学物質、病原体等の多種多様なストレスに耐え、健康を積極的に維持し、けがや障害から

身を守ろうとする自動調節能力。 

重点施策 ３ 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした教育の推進 

（１）オリンピック・パラリンピック教育の推進



52 

〇 防衛体力に関しては、食を通じた体力向上の点から、食育を含めて取り組ん

でいます。また、学校給食においても、区内及び区と交流のある都市の農産物

を使用した献立のほか、学校ごとに食材準備体験や箸の使い方等の取組を実

施し、家庭に向けた情報発信も行っています。 

〇 今後も、各学校園の課題を踏まえた取組により、子どもたちの体力向上をめ

ざします。 

【 事業の概要 】 

①「もてなしの心」促進事業の推進・拡充（指導室）

「板橋区オリンピック・パラリンピック教育プラン」に基づき、小中一貫教育

推進の視点を加え、中学校区を中心とした区内 22 の各学びのエリアでの「めざ

す子ども像」を踏まえた取組を実施して、オリンピック・パラリンピック教育を

推進します。 

 大会後も、スポーツや国際交流、伝統・文化理解、高齢者・障がい者との触れ

合い、ボランティア等の体験学習を中心とした学習を大会のレガシーとして、学

びのエリアの特色を生かしつつ継続するとともに、板橋区と関係の深いイタリ

ア・マレーシア・カナダ・中国・モンゴルの国々に関わる取組を実施します。

オリンピック・パラリンピック教育を通して児童・生徒の自尊感情や自己有用

感を高めるとともに、スポーツに親しみ、日本人としての自覚と誇りをもち、多

様性を尊重し、共生社会の実現や国際社会の平和と発展に貢献できる人材を育

成します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

児童・生徒の自尊感情

や自己有用感を高め

るとともに、スポーツ

に親しみ、日本人とし

ての自覚と誇りをも

ち、多様性を尊重する

人材を育成する。 

①重点校を指定し、

「もてなしの心」促進

事業を推進する。 

②各学びのエリアで

の「めざす子ども像」

を踏まえた取組を実

施する。 

①重点校を指定し、

「もてなしの心」促進

事業を推進する。 

②各学びのエリアで

の「めざす子ども像」

を踏まえた取組を実

施する。 

①東京 2020 オリンピ

ック・パラリンピック

競技大会のレガシー

として、学びのエリア

の特色を生かした取

組を実施する。 

②板橋区と関係のあ

る国に関わる取組を

実践する。 
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② 行動体力・防衛体力の向上に向けた取組の推進（指導室）

体力向上推進委員会を設置し、行動体力及び防衛体力の視点から、幼児・児童・

生徒の体力向上策について検討し、取組を推進します。 

行動体力については、全学校園で運動能力調査（幼稚園）及び新体力テスト（小

中学校）を実施し、板橋区の子どもたちの現状を把握・分析します。分析を基に

作成する体力向上推進計画に、「一校園一取組」「走快プロジェクト」を取り入れ

実施します。  

防衛体力については、「全国学力・学習状況調査」の結果を活用して防衛体力

及び食育の課題を分析した上で、実践事例を作成し、全学校園で共有することに

より、実践に生かすとともに家庭にも啓発していきます。 

 このように、各学校園の行動体力、防衛体力、食育の課題を踏まえ、具体的な

目標を設定して取組を行うことにより、健康で安全な生活を保持増進し、体力の

向上につなげます。 

目 標 ３年間の取組 

体力向上推進委員会の取組の成果を全学校園

及び保護者に対し普及・啓発し、幼児・児童・

生徒の体力向上を図る。 

・各学校園で体力向上推進計画を作成する。

・授業実践を行い、教育データベースを活用

して取組内容を発信・共有する。 

③ 板橋区版「英語村」の実施（生涯学習課）【再掲（43 ページ参照）】

児童・生徒を対象として、英語の学習意欲の向上と国際的な視点の育成を目的

に、英語のみを使用し海外生活を疑似体験できる場を提供します。外国人講師と

英語を使って積極的にコミュニケーションを図ることを通して、国際理解や多

文化共生の考え方を育成します。 
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〇 国や東京都の調査結果 24 によると、発達障がいの可能性のある児童・生徒

は、区立小中学校のほとんどの学級に在籍していると思われます。板橋区では

発達や情緒面で特別な支援を必要とする児童・生徒への配慮の推進に向けて

「障害者差別解消法ハンドブック」を作成し活用するとともに、全小学校に特

別支援教室（STEP UP 教室）を整備してきました。今後は、全中学校に特別支

援教室（STEP UP 教室）を整備します。 

〇 また、小中学校で教科書を読むことに困難さを抱えている子どもたちへの

対応として、教科書デジタルデータ 25を導入し、読むことの負担を軽減して内

容の理解に集中できる環境を整備しています。 

〇 特別支援教育を充実させるためには、周囲の理解も重要な要素となること

から、理解促進のための事業を行い、本人の力を発揮しやすい環境を作り出し

ます。また、特別な支援を必要とする幼児の受入れについて、区立幼稚園と私

立幼稚園の連携を進めます。 

〇 さらに、区立学校の特別支援学級教員が指導方法を十分に身に付けられる

仕組みを構築し、指導力の向上を図り、特別支援学級における指導の質を高め

ていきます。 

24  文部科学省「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とす

る児童生徒に関する調査結果について」（平成 24（2012）年 12 月）によれば、知的発達に遅

れはないものの学習面または行動面で著しい困難を示しており、発達障がいの可能性のある、

特別な教育的支援を必要とする児童・生徒が、小中学校の通常の学級に約 6.5％の割合で在籍

しているという結果が出ています。また、東京都教育委員会が平成 26（2014）年・27（2015）

年に実施した実態調査では、通常の学級に在籍する発達障がいと考えられる児童・生徒の割

合は、小学校で 6.1％、中学校で 5.0％という結果となっています。 
25  教科書の内容をデジタル化した、タブレット端末で読む教科書。文字の拡大・ルビの表示・

色の強調・音声再生等の機能があり、個々のニーズに合わせて使用することができます。 

重点施策 ４ 

誰もが希望する質の高い教育を受けられる環境の整備 

（１）特別支援教育の充実
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【 事業の概要 】 

① 特別支援教室（STEP UP 教室）の導入（指導室）

小学校は全校に設置し、中学校にも平成 30（2018）年度から順次設置して、

巡回指導を実施しています。平成 33（2021）年度までに全中学校に設置します。

STEP UP 教室の導入により、巡回指導教員が毎週、指導対象の児童・生徒の在籍

校に行き、在籍学級担任等との連絡を密に行うことで、より一層の情報の共有と

それを生かした指導が可能となります。また、巡回指導教員のほか、東京都教育

委員会から特別支援教室専門員の配置及び臨床発達心理士等による巡回が行わ

れ、各校の STEP UP 教室の円滑な運営と指導・支援の充実を促進します。 

【 特別支援学級 】 

特別支援教育に係る学級の総称です。

板橋区には、知的障がい、聴覚・言語障がい、情緒障がい等という種別の

学級があり、学籍により次の２つの種類があります。

・固定学級･･･学籍のある学級で、子どもたちは毎日通って学習します。

（知的障がい）

・通級指導学級･･･通常は在籍校で学習しますが、障がいの状態や学習の

状況に合わせた指導を受けるため、決められた日時・場所に通う学級です。

（聴覚・言語障がい、情緒障がい等）

【 特別支援教室（STEP UP 教室） 】 

 情緒障がい等通級指導学級に代えて順次設置しています。全小学校に設置

済みで、中学校は平成 30（2018）年度から設置を始めています。この教室の

設置により、在籍校で指導を受けることが可能になります。

 指導は、発達障がい等の指導に特化した巡回指導教員が行っています。巡

回指導教員は拠点校を本務校として、巡回校２～３校を訪問しています。

※板橋区では、区内の特別支援教室の総称を「STEP UP（ステップアップ）教室」とし

ています。
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目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

全中学校に STEP UP

教室を設置し、特別な

支援を必要とする生

徒が適切な指導を受

けられる体制をめざ

す。 

①中学校STEP UP教室

新規設置（拠点校１

校、巡回校４校） 

②中学校STEP UP教室

新規設置準備（拠点校

２校、巡回校 10 校） 

③巡回指導教員研修

実施（年３回） 

①全中学校 STEP UP

教室巡回指導試行実

施 

②巡回指導教員研修

実施（年３回） 

①全中学校 STEP UP

教室巡回指導完全実

施 

②巡回指導教員研修

実施（年３回） 

② 特別支援学級の設置（指導室）

教育上特別な支援を必要とする子どもたちの増加に対応するため、新たな特

別支援学級の設置を検討します。 

 現在、言語障がい通級指導学級は志村第三小学校と上板橋小学校に設置して

いますが、指導児童数の増加や遠方からの通級による負担に対応するため、新た

に１校の設置を検討します。 

また、知的障がい特別支援学級は、現在設置されていない地区があります。児

童・生徒の通学の利便を考慮すると、各地区への設置が必要と考えられますが、

一方で、教室の確保が困難という現状もあります。児童・生徒数の増加の推移を

見ながら、学校の校舎改築や改修の予定と合わせて設置を検討していきます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

新たな特別支援学級

を整備し、特別支援教

育の充実を図る。 

小学校言語学級設置

検討委員会設置、検討 

小学校言語学級設置

準備 

小学校言語学級開設

（１校） 

③ 特別支援教育に関する理解啓発（指導室・学務課）

特別な支援を必要とする子どもたちへきめ細かな支援を行うには、周囲の子

どもたちや保護者、幼稚園や学校の教職員の理解を深め、本人の力を発揮しやす

い環境を作ることが重要であるため、理解啓発・促進のための事業を実施します。 

 また、特別な支援を必要とする幼児が増えていることから、区立幼稚園と私立

幼稚園が連携し、受入を促進するための仕組みづくりを進めていきます。 
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目 標 ３年間の取組 

○ 障がいや特別支援教育に関する、周囲の子

どもたちや保護者、幼稚園・学校の教職員の理

解啓発・促進 

○ 区立幼稚園と私立幼稚園との連携による、

特別な支援を必要とする幼児の受入促進 

・理解啓発・促進事業の実施

・区立幼稚園と私立幼稚園との情報共有、連

携強化 

④ 特別支援学級教員の専門性向上（指導室）

特別支援学級教員が児童・生徒一人ひとりの障がいに応じた指導方法を十分

に身に付け、指導力を向上させることは、特別支援学級における指導の質を高め

ていくために極めて重要です。板橋区教育委員会の指定する区立学校の特別支

援学級に対して、都立高島特別支援学校の教員が継続的、計画的に支援を行い、

その成果を他の特別支援学級へ普及していく仕組みを構築し、区立学校の特別

支援学級教員の授業力や専門性向上をめざします。 

目 標 ３年間の取組 

特別支援学級教員が、児童・生徒一人ひとりの

障がいに応じた指導方法を十分に身に付け、

指導力向上を図り、指導の質を高める。 

・東京都の支援を受けた特別支援学級が、他

の特別支援学級へ成果を普及 

・東京都の支援による成果を、小中学校での

指導に反映 
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〇 板橋区における平成 29（2017）年度の不登校出現率は、小学校では 0.77％、

中学校では 4.11％で 500 名を超えており、全国や東京都と比較して高い数値

となっています。不登校は要因や背景が多様であり、学校のみで対応すること

は非常に困難な場合もあることから、関係機関との連携や家庭の協力を得て

いく必要があります。 

〇 各学校の不登校対策を推進するため、不登校改善重点校を指定し、不登校の

要因や背景の把握に努め、関係機関とのネットワークを活用した不登校改善

重点校事業を実施します。 

〇 また、不登校対策を総合的に捉え、スクールカウンセラーやスクールソーシ

ャルワーカー、家庭教育支援チーム 26の効果的な活用、在籍校への復帰だけで

なく、板橋フレンドセンターや i-youth（あい・ゆーす）、中高生勉強会（学

び i（あい）プレイス）等の子どもたちの居場所づくり、分教室の形の不登校

特例校の設置についても検討し、不登校対策を推進していきます。 

【 事業の概要 】 

① 不登校改善重点校事業の実施（指導室）

不登校児童・生徒を減少させるため、不登校改善重点校を指定し、個々の不登

校児童・生徒の状況に応じた支援を実践します。支援は、学校を核としながら、

スクールソーシャルワーカー、子ども家庭支援センター、民生・児童委員等、関

係機関とのネットワークを活用して行い、家庭の協力を得るための方策も講じ

ていきます。 

また、重点校の管理職等と関係諸機関の職員で構成する不登校対策特別委員

会を開催し、不登校対策の取組を検討及び実践し、各学校園に実践事例等を周知

します。 

各学校園では、学びのエリアにおける不登校児童・生徒の現状について情報共

有を図り、不登校対策特別委員会の取組等を参考に、学校復帰に向けた支援をす

るなど、不登校児童・生徒の減少に努めます。 

26 
87 ページ参照。 

（２）不登校対策の推進
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目 標 ３年間の取組 

○ 不登校児童・生徒の減少 ・不登校改善重点校を指定する。

・不登校対策特別委員会を開催し、不登校対

策として有効な取組を検討及び実践する。 

・その取組を、各学校園で実施することによ

り、不登校児童・生徒に対する支援の充実を図

る。 

② 板橋フレンドセンターの充実（教育支援センター）

不登校児童・生徒への支援にあたっては、在籍校に登校することのみではなく、

社会との関係を保ち、社会的自立を支援する視点も重要です。 

 板橋フレンドセンターは、不登校児童・生徒への支援の核として、学習や体験

活動、相談等の企画・運営を行います。児童・生徒の利用状況を踏まえ、板橋フ

レンドセンターの在り方と居場所の確保について検討します。

目 標 ３年間の取組 

不登校の状況に応じた居場所を充実させるこ

とで、不登校の長期化を防ぎ、社会的自立を促

す。 

・不登校対策におけるフレンドセンターの役

割、フレンドセンター以外の居場所について

検討する。 

③ 板橋区立学校学級安定化対策事業の実施（指導室）【再掲（36 ページ参照）】 

学校生活における満足度や意欲、学級集団の状態を把握することのできるア

セスメントを小学校第５・６学年及び中学校第１・２学年で実施します。個人の

内面や学級集団と個人との関係を教員が客観的に把握することで、不登校に対

する早期かつ適切な対応、未然防止につなげます。 
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〇 中学生・高校生にとって、学力の習得と定着は重要な課題です。しかし、家

庭に学習できる環境がない、勉強に意欲がもてない、不登校や高校中退等、何

らかの理由で学習習慣が身に付かず学力が不足している、学習支援を受ける

機会に接しにくいなどの課題を抱えた子どもたちもいます。中高生勉強会「学

びｉ（あい）プレイス」は、このような子どもたちを含め、広く誰でも無料で

気軽に参加できる学習支援事業として実施しています。27

【 事業の概要 】 

中高生勉強会の推進（生涯学習課） 

 区内在住・在学の中学生及び高校生（相当年齢を含む）を対象に、区内５か所

において実施しています。 

 個々の状況に応じた学習支援を中心に、気軽な相談や学校・学年を越えた交流

も可能な、中高生年代の子どもたちの居場所づくりを進めます。併せて、参加が

少ない傾向にある高校生へ向けた PR を検討します。 

 この事業を通して、学習習慣を定着させるとともに、家庭や学校とは異なる新

しい人間関係を構築し、コミュニケーションを通して社会性や自己肯定感も育

んでいきます。 

目 標 ３年間の取組 

○ 継続参加による学習習慣の定着及び学力

向上支援 

○ 相談及び交流を含む居場所機能による学

習意欲や社会性・自己肯定感の向上 

・区内５か所での勉強会の通年開催

・学習を通した居場所の提供

・実施効果の検証

27  板橋区では、経済的に困りごとを抱えた家庭を対象として、子どもの学習支援教室・居場

所の提供及び保護者への相談支援を無料で行う学習支援事業「まなぶーす」も実施していま

す。 

（３）中高生勉強会の推進



第３章 計画における取組 

61 

〇 板橋区在住で区立小中学校に通う外国籍の子どもは、近年増加傾向にあり、

平成 20（2008）年には 389 人でしたが、平成 30（2018）年は 666 人となって

います。日本語の能力が不十分な子どもは教員や同級生たちとの意思疎通が

難しく、授業内容の理解に時間がかかることはもちろん、学校生活への適応に

も支障を生じかねません。日本語学級を区内に５校設置し、日本語の習得を指

導していますが、週に１回２時間程度しか指導することができないため、その

習得には相当の期間を要しています。今後さらに外国籍の子どもの増加が見

込まれる中、日本語学級だけでは対応が困難になりつつあり、担任の教員も個

別に対応することが難しいため、学級運営全体への影響も懸念されています。 

〇 日本語がほとんど話せない子どもが、学校に入学してから学校生活で困る

ことのないように、日本語の基礎を早期に身に付ける必要があります。短期間

で学校生活に必要な最低限の日本語の基礎を学ぶ講座を開設し、学校生活へ

の早期の適応を図ります。 

【 事業の概要 】 

日本語の能力が十分でない児童・生徒への対応（学務課） 

 日本語が理解できない児童・生徒を対象として、小中学校入学前後の数日間、

日本語短期集中講座を実施することにより、学校生活に必要な最低限の日本語

の基礎を習得し、学校生活に早期に適応できるよう指導します。 

 日本語学級での指導とも連動させながら、日本語が理解できない児童・生徒の

日本語の能力を高め、生き生きと学校生活が送れるようにしていきます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

○ 学習・学校生活へ

の早期適応の支援、学

力の低下防止 

○ 外国籍の子どもの

増加に対応できる日

本語初期指導体制の

構築 

日本語が理解できな

い児童・生徒への日本

語指導の充実 

年間 40 人 

※初年度は小学生中

心 

日本語が理解できな

い児童・生徒への日本

語指導の充実 

年間 40 人 

※母語の種類等のニ

ーズに応じた指導体

制の見直し 

日本語が理解できな

い児童・生徒への日本

語指導の充実 

年間 40 人 

※母語の種類等のニ

ーズに応じた指導体

制の見直し 

（４）外国籍の子どもへの対応
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〇 幼児期は知的・感情的な面でも、人間関係の面でも急速に成長する時期であ

り、この時期に経験しておかなければならないことを十分に行わせることは、

人間形成や将来の充実した人生のために不可欠です。また、幼児期の適切な教

育によって育まれる非認知的能力 28 は、その後の学力の獲得や生き方全体に

大きく影響するものとして、世界的にも注目されています。幼児期の教育は、

その後に伸びるための力を養うことを念頭に置き、生涯にわたる学習の基礎

を培うことを重視する必要があります。 

○ 幼稚園教育要領等に示されている、幼児期に育成すべき資質・能力や「幼児

期の終わりまでに育ってほしい姿」29は、いずれも遊びや生活を通して育むも

のであり、小学校における教育につながっていきます。

○ しかし、小学校で行う教科等の学習は幼児期の遊びや生活を通した一体的

な学びとは異なるため、いわゆる「小１プロブレム」に見られるように、入

学後すぐに適応しにくい子どもたちもいます。そこで、幼稚園や保育所にお

いては就学に向け、幼稚園教育要領等に示す「幼児期の終わりまでに育って

ほしい姿」を踏まえ、就学前教育カリキュラム（板橋区では「アプローチカ

リキュラム」と呼称）を実施するなどの取組が重要になるとともに、幼稚園

や保育所と小学校との円滑な接続が求められます。 

28 
アメリカの経済学者ジェームズ・ヘックマンが提唱した能力で、知能指数（IQ）やテスト

で測定する学力等の「認知的能力」以外の能力を指します。経済協力開発機構（OECD）では

「社会情動的スキル」と呼ばれ、「目標の達成に関わる忍耐力・自己抑制・目標への情熱」「他

者との協働に関わる社交性・敬意・思いやり」「情動の制御に関わる自尊心・楽観性・自信」

と整理されています。 
29 

20 ページ参照。 

（１）保幼小の円滑な接続

重点施策 ５ 

保幼小中のつながりある教育の実現 
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〇 また、小学校においては入学当初、児童や学校、地域の実情を踏まえ、生活

科を中心に、合科的・関連的 30な指導の工夫や弾力的な時間割の設定等を行う

「スタートカリキュラム」を全小学校で整え、幼児期の教育からの円滑な接続

が図られるようにすることが重要です。 

〇 区内には私立幼稚園が 32 園ありますが、私立学校である私立幼稚園は各園

の建学の精神に基づく教育を行っていることから、小学校との連携の取組状

況は、園により濃淡があるのが現状です。すべての子どもたちが健やかに育ち、

円滑に小学校に適応できるようにするために、私立幼稚園と小学校との連携・

接続を推進していきます。 

【 事業の概要 】

① 幼児期の教育の充実（指導室・学務課）

幼稚園では、遊びや生活を通して学ぶという幼児期の教育の基本及び育成す

べき資質・能力を踏まえ、自発的な活動としての遊びを生み出す環境を整え、幼

児が主体性を発揮した活動を展開できるようにします。身体感覚を伴う多様な

活動により、豊かな感性を養うとともに、生涯にわたる学習意欲や学習態度の基

礎となる好奇心・探求心を培い、小学校以降の学習において実感を伴って深く理

解するための「学びの芽生え」を育んでいきます。 

 また、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」にある「言葉による伝え合い」

「自然との関わり、生命尊重」「社会生活との関わり」「豊かな感性と表現」は、

板橋区の教育課題である「読み解く力の育成」、「環境教育の推進」、「キャリア教

育の充実」、「郷土愛の育成」につながります。区立及び私立幼稚園等と連携し、

「読み聞かせ等の絵本に親しむ経験の充実」「身近な動植物等への親しみや触れ

合い」の取組を推進するとともに、「地域行事への参加や高齢者等との交流の促

進」に向けた環境を整え、幼児期の教育を充実させます。 

30  合科的な指導は、複数の教科の目標や内容を組み合わせて学習活動を展開すること、関連

的な指導は、各教科等の指導の時期や方法等について、相互の関連を考慮して指導すること。 

アプローチカリキュラム と スタートカリキュラム

幼稚園・保育所等 小学校 

学びを 

つなぐ 

小学校の生活や学びに 

つながるよう工夫された 

アプローチカリキュラム

活動・体験を取り入れた授業や 

分かりやすく学びやすい環境づくり等の 

スタートカリキュラム
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 なお、５歳後半以降の幼児に対しては、小学校の生活や学びにつながるよう工

夫されたアプローチカリキュラムを作成し、区立幼稚園で実施します。作成した

アプローチカリキュラムは私立幼稚園・区立保育所に示すとともに、区立保育所

を通じて近隣の私立保育所等に情報提供し、小学校への円滑な接続に向けた教

育を行います。 

目 標 ３年間の取組 

○ 区立及び私立幼稚園等と連携した幼児期

の教育の充実 

○ 板橋区の教育課題につながる取組の推進

及び環境の整備 

○ 小学校への円滑な接続

・「読み聞かせ等の絵本に親しむ経験の充

実」、「身近な動植物等への親しみや触れ合い」

の推進 

・「地域行事への参加や高齢者との交流の促

進」等に向けた環境整備 

・アプローチカリキュラムの作成

・区立幼稚園におけるアプローチカリキュラ

ムの実施、私立幼稚園・保育所等への周知

② スタートカリキュラムの推進（指導室）

幼児期に育まれた資質・能力を踏まえ、子どもたちが小学校入学当初、学校生

活に円滑に適応していくことを目的として、幼児教育と小学校教育をつなぐた

め、活動・体験を取り入れた授業や分かりやすく学びやすい環境づくり等の工夫

について研究します。研究は区立小学校教員、区内幼稚園・区立保育所（園）長

を委員とする検討会を立ち上げ、その成果をスタートカリキュラムとしてリー

フレットにまとめ、全小学校及び区内幼稚園・区立保育所に配布するとともに、

区立保育所を通じて近隣の私立保育所等に情報提供を行います。このことによ

り、小学校におけるスタートカリキュラムの実践、区内幼稚園・区内保育所等に

おける理解促進を図ります。また、保護者にも小学校の入学説明会の際に入学当

初の学習について説明し、学校生活の見通しを伝えます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

学びやすい環境を構

成することで安心し

て学校生活に適応し

ていくことをめざす。 

「スタートカリキュ

ラム」についてのリー

フレットを作成し、小

学校、区内幼稚園、区

立保育所、入学予定の

保護者に配布・説明す

る。 

リーフレットを活用

し、小学校ごとに環境

構成や単元構成等を

工夫した「スタートカ

リキュラム」を作成

し、授業実践する。 

各小学校で環境構成

や単元構成等を工夫

して作成した「スター

トカリキュラム」を活

用し、保幼小連携研修

で情報共有し、事例集

を作成する。 
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③ 私立幼稚園との連携による幼小接続の推進（学務課）

すべての子どもたちが円滑に小学校教育に適応していけるよう、私立幼稚園

と小学校との連携・接続を強化していきます。また、区立幼稚園と私立幼稚園と

の交流会を実施するなど、交流・連携を深めることにより、区内幼稚園全体で幼

児教育を推進していきます。 

目 標 ３年間の取組 

○ 私立幼稚園と「学びのエリア」との連携に

よる幼小接続の推進 

○ 区立及び私立幼稚園の連携強化

・私立幼稚園と学びのエリアとの連携促進

・私立幼稚園訪問を実施し、課題や目標を共

有 

・私立幼稚園と区立幼稚園の交流会を実施
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〇 「教育の板橋」の新たなイノベーションとして、平成 32（2020）年度に小

中一貫教育 31をスタートします。学力の定着・向上、いわゆる「中１ギャップ」

の解消、発達段階に寄り添った指導によるつまずきの防止、異年齢交流による

社会性の向上をめざし、義務教育の９年間を通して系統性・連続性に配慮した

教育を行い、これからの社会で活躍できる力をもった子どもたちをより健や

かに育てていきます。 

○ 板橋区ではこれまで、中学校区を中心とした区内 22 の学びのエリアにおい

て小中学校の教員間で合同研修や交流授業を行うなど、小中連携教育を進め

てきました。小中一貫教育ではこの取組を充実発展させ、学びのエリアごとに

特性を踏まえた９年間の「めざす子ども像」と、それを実現するための教育活

動の「基本方針」を設定、共有し、エリアの小中学校が一体となって教育を行

います。 

○ また、板橋区の小中一貫教育カリキュラムである「板橋の i（あい）カリキ

ュラム」により、義務教育９年間を意識した指導を行います。特に「読み解く

力の育成」「環境教育」「キャリア教育」「郷土愛の育成」については、区の

重点的な教育課題としてカリキュラムを作成し取り組んでいきます。 

【 事業の概要 】 

① 「板橋の i（あい）カリキュラム」の作成及び実践

（指導室・教育支援センター） 

 「板橋のｉ（あい）カリキュラム」を実践するための指導計画のうち、区の重

点的な教育課題としては、「環境教育」と「キャリア教育」を既に作成して実践

を行っており、平成 31（2019）年度から「読み解く力の育成」「郷土愛の育成」

について、小中学校９年間を通した指導計画を新たに作成します。 

 読み解く力の育成については、文章の仕組みや意味を正しく理解するために

必要な「基礎的な読む力」を測るテストの結果を踏まえ、６つの分類 32に着目し

た全学年の指導方法や教材等について、教育委員会と各学校が協働して全小中

学校で研究を行い、その成果をまとめます。 

31 
資料編（95 ページ）に概要を掲載しています。 

32 
39 ページ脚注参照。 

（２）小中一貫教育の推進
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 郷土愛の育成については、平成 31（2019）年度から指導計画の作成委員会を

設置し、社会科、生活科・総合的な学習の時間、道徳科の３部会を設け、学識経

験者を交えて指導・助言を得ながら作成します。 

「板橋のｉ（あい）カリキュラム」を全小中学校全教員で共有、実践して、小

中一貫教育を推進していきます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

「板橋のⅰ（あい）カ

リキュラム」の実践に

より小中一貫教育を

推進し、「全国学力・

学習状況調査」の区の

平均正答率を東京都

と同等にする。また、

児童・生徒の郷土愛等

を育む。 

①学びのエリアの指

定校を指定し、全小中

学校で「基礎的な読む

力」を測るテストを活

用した研究を行う。 

②小中学校教員によ

る研究・研修組織にお

いて、読み解く力を向

上させるための指導

事例を研究する。 

 

①学びのエリアの指

定校の取組を参考に

しながら全小中学校

で取り組む。 

②各教科等の指導事

例についてのリーフ

レットを作成し、教員

に周知する。 

①指導計画を作成し、

全小中学校全教員に

配付して実践を行う。 

②テストを活用した

取組を学びのエリア

ごとに実践し、効果を

検証する。 

③学識経験者の指導・

助言を受けながら、定

期的に作成委員会を

開催し、指導計画を作

成する。 

 

③定期的に作成委員

会を開催し、作成した

指導計画を全小中学

校全教員に配付し、周

知する。 

③各校の実態に合わ

せて、郷土や地域に関

する教育の指導計画

を教育課程に位置付

けていく。 

※指導計画を作成済みの「環境教育」と「キャリア教育」は、継続して実践を行う。

② 読みの力を身に付ける指導の実施（指導室）【再掲（38 ページ参照）】

③ 読み解く力の育成を通した学力向上（指導室）【再掲（39 ページ参照）】

小中学校９年間を通して、読み解く力を育成する指導を行います。

小学校第１学年から、文章を読み解く前提となる、言葉や文を正しく読む力を

育成する取組を行います。教員が児童の読みのつまずきを把握し、早期の指導・

支援を行うことにより、確実に読みの力を身に付けられるようにします。 

次の段階として、小学校から中学校にかけて、文章の仕組みや意味を正しく理

解するための「基礎的な読む力」の客観的な把握と、その結果を踏まえた指導を

行います。 

【 読み解く力の育成 】

【 郷土愛の育成 】
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〇 板橋区のめざす学校教育を推進するには、安心・安全で充実した学校施設機

能と、集団としての教育機能が最大限に発揮される学校規模が基礎となりま

す。そのためには、校舎の改築・改修等による施設整備と、学校の適正規模の

確保を行う必要があります。「いたばし魅力ある学校づくりプラン」に基づき、

これらを計画的に行います。 

〇 また、学校施設の長寿命化、施設機能の維持・向上にも取り組んでいきます。 

【 事業の概要 】 

① 「いたばし魅力ある学校づくりプラン」の推進（学校配置調整担当課）

「いたばし魅力ある学校づくりプラン」に基づき、学校施設の老朽化と教育機

能の向上に対応するための施設整備計画、集団としての教育機能が最大限に発

揮される学校規模をめざす適正規模・適正配置計画に一体的に取り組み、推進し

ます。併せて、小中一貫教育推進の視点を踏まえた施設整備について検討してい

きます。 

≪参考≫ 「いたばし魅力ある学校づくりプラン」 

第１期：平成 26（2014）年度～33（2021）年度 

A グループ：上板橋第二中学校、向原中学校・・・統合改築 

B グループ：板橋第十小学校・・・単独改築 

C グループ：板橋第九小学校、板橋第一小学校・・・統合 

第２期：平成 32（2020）年度～36（2024）年度 

第３期：平成 33（2021）年度～37（2025）年度 

※各期とも調査・検討から改築工事までの計画年度を示しています。

対象校はその前年度までに決定します。

重点施策 ６ 

安心・安全な教育の推進と学校環境の整備 

（１）魅力ある学校づくりの推進
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目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

対象校決定 

設計 

検討・実施 

①第２期（３校）対象

校の決定 

②第３期対象校の対

応方針決定 

①第２期（３校）対象

校の調査・検討 

②第３期（３校）対象

校の決定 

①第２期（３校）対象

校の設計 

②第３期（３校）対象

校調査・検討 

③いたばし魅力ある

学校づくりプラン後

期計画検討 

② 学校の改築（新しい学校づくり課）

「いたばし魅力ある学校づくりプラン」に基づき、老朽化が進んだ学校施設の

改築を計画的に実施していきます。児童・生徒の安全確保と学校施設の機能向上

を図り、ユニバーサルデザインに配慮した良好な学習環境を整備します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

改築 ①板橋第十小学校改

築工事、仮設校舎賃貸

借、工事監理委託 

②上板橋第二中学校

改築工事、試掘調査委

託、工事監理委託 

①板橋第十小学校改

築工事、仮設校舎賃貸

借、工事監理委託 

②上板橋第二中学校

改築工事、工事監理委

託 

③第２期校基本構想・

基本計画 

③ 学校の改修（新しい学校づくり課）

老朽化が進んだ学校施設の長寿命化改修を計画的に実施し、児童・生徒の安全

確保と学校施設の機能向上を図り、ユニバーサルデザインに配慮した良好な学

習環境を整備します。 

 また、一度に改築や長寿命化改修を行うことが難しい現状においては、現在あ

る校舎を最大限活用する必要があります。建物を日射や風雨から守り耐久性を

確保するため、外壁等改修工事を行います。 

①板橋第十小学校改

築工事（環境整備含

む）、工事監理委託 

②上板橋第二中学校

改築工事、環境整備工

事、工事監理委託 

③第２期校基本設計、

地盤調査委託 
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目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

【長寿命化改修】 

設計・工事 

①舟渡小学校実施設

計、仮設校舎賃貸借

（～Ｈ33）、試掘調査

委託 

②紅梅小学校実施設

計、仮設校舎賃貸借

（～Ｈ33）、試掘調査

委託 

③基本構想・基本計画

（１校） 

①舟渡小学校長寿命

化改修１年目、工事監

理委託、試掘調査委託 

②紅梅小学校長寿命

化改修１年目、工事監

理委託、試掘調査委託 

③基本設計、地盤調査

委託（１校） 

④基本構想・基本計画

（１校） 

⑤劣化診断調査（４

校） 

①舟渡小学校長寿命

化改修完了、工事監理

委託 

②紅梅小学校長寿命

化改修完了、工事監理

委託 

③実施設計、試掘調査

委託、仮設校舎賃貸借

（～Ｈ35）（１校） 

④基本設計、地盤調査

委託（１校） 

【外壁等改修】 

設計・工事 

アスベスト除去工事

設計：小学校３校、中

学校１校 

①設計：小学校２校、

中学校１校 

②工事：小学校２校、

中学校１校 

①設計：小学校２校、

中学校１校 

②工事：小学校５校、

中学校２校 

④ 学校施設の整備（新しい学校づくり課）

更新時期を迎えた学校施設の設備等について、改築や長寿命化改修を実施す

るまでの間、施設機能の維持・向上を図ることにより、ユニバーサルデザインに

配慮した良好な学習環境を整備します。校庭改修、散水設備設置、校舎トイレ改

修等を予定しています。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

改修 ①校庭改修：小学校３

校、中学校１校 

②散水設備：小学校３

校 

③校舎トイレ：小学校

４校、中学校２校 

④定期特別改修：小学

校２校、中学校１校 

①校庭改修：小学校２

校 

②散水設備：小学校２

校 

③校舎トイレ：小学校

４校、天津わかしお学

校、中学校１校 

④定期特別改修：小学

校４校、中学校２校 

①校庭改修：小学校２

校、中学校１校 

②散水設備：小学校２

校 

③校舎トイレ：小学校

６校 

④定期特別改修：小学

校３校 
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⑤ 給食用設備・備品の更新（学務課）

老朽化が進み更新時期を迎えている小中学校の給食用設備・備品を計画的に

更新します。また、学校の改築・改修時に給食室をドライ化 33し、安全で衛生的

な学校給食を安定的に提供できる環境を整備します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

安全・衛生的かつ安定

的な学校給食の提供 

・設備改修

・備品更新

・ドライ化

①設備改修 延べ９

校 

②備品更新 延べ 18

台 

①設備改修 延べ５

校 

②備品更新 延べ 10

台 

③ドライ化（板橋第十

小学校） 

①設備改修 延べ４

校 

②備品更新 延べ 10

台 

③ドライ化（紅梅小学

校、舟渡小学校、上板

橋第二中学校） 

33  床に水が落ちない構造の施設・設備、機械・器具を使用し、床が乾いた状態で作業でき

るシステムにすること。細菌の繁殖防止、跳ね水による二次汚染防止等、より安全性の高

い調理環境とすることができます。 



72 

〇 子どもたちが生涯にわたって安全に生活していくためには、危険を予測し

回避する能力を高め、自ら身を守る力を向上させることが必要です。また、他

者や社会の安全に貢献できる資質や能力を身に付けることも望まれます。こ

のために、学校や幼稚園において安全教育を行います。 

〇 区の調査では、区立小中学校児童・生徒のスマートフォン及び携帯電話の使

用率は、小学校第６学年が 52.5％、中学校第１・２学年が 70.7％であり、今

後も使用率の上昇が予想されます。スマートフォン等の情報端末は、正しく使

用すれば学習にも有効である反面、使い方を誤ると、疾病として扱われるよう

な依存やいじめにつながる場合もあります。子どもたちが正しく情報端末を

使用できるようにし、トラブルや犯罪被害を未然に防止します。 

【 事業の概要 】 

① 安全教育の推進（指導室）

各学校園では、事故や犯罪に関わる「生活安全」、自転車の利用や道路の横断

等を取り上げた「交通安全」、災害発生時の安全な行動についての「災害安全」

に関する視点から、学校安全計画を作成しています。これは、学校における安全

教育の基本的な方針を示すとともに、学校の教育活動全体を通して、安全教育の

目標を実現するための方策等を総合的に示した教育計画です。 

学校安全計画に基づき、東京都教育委員会が作成している安全教育プログラ

ム等を活用して安全教育を実施することで、子どもたちが危険に対する知識や

自分の安全を守るための対処の仕方、また、進んで安全な社会づくりに参加し貢

献できる資質や能力を身に付けられるようにします。 

目 標 ３年間の取組 

危険に対する知識や、自分の安全を守るため

の対処の仕方等について、計画的に子どもた

ちに身に付けさせるとともに、進んで安全な

社会づくりに参加し貢献できる資質や能力を

養う。 

・全学校園において、学校安全計画に基づき、

安全教育プログラム等を活用して、安全指導、

安全学習を実施する。 

（２）自分を守り、相手を大切にする教育の推進
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② 「スマートフォン・携帯電話等情報端末使用ルール」リーフレットの活用

（地域教育力推進課） 

 板橋区版情報端末使用ルールの周知・啓発のためのリーフレットを作成し、全

小中学校の児童・生徒に配付します。板橋区版ルールに基づき、学校及び家庭の

ルールづくりを浸透させ、活用されるようにすることで、子どもたちが正しく情

報端末を利用できるようにし、トラブルや犯罪被害の未然防止を図ります。併せ

て、学びに役立つスマートフォンの上手な使い方についても掲載し、周知・啓発

していきます。 

目 標 ３年間の取組 

○ 児童・生徒が正しい情報端末の活用法を身

に付けることにより、犯罪等被害の未然防止

をめざす。  

○ 児童・生徒に対する指導の指針として浸透

させ、子どもたちを取り巻く環境を整える。 

・年度当初に全小中学校にリーフレットを配

付する。 

・家庭でのルールづくりを促進するため、リ

ーフレットを用いた講習会等を実施し、活用

の呼び掛けを行う。 

・効果を検証するためアンケート調査を実施

し、それに基づき内容の修正を検討する。 
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〇 板橋区では、全児童を対象とした放課後子ども教室事業と就労家庭等を対

象とした放課後児童健全育成事業を一体型として実施する、放課後対策事業

「あいキッズ」を、平成 27（2015）年度から区内の区立全小学校で実施して

います。

平成 28（2016）年度には土曜日の実施を開始し、質や利便性の向上を図って

きました。今後も児童の放課後を安心・安全かつ豊かで充実したものとしてい

きます。

【 事業の概要 】 

放課後対策事業「あいキッズ」の推進（地域教育力推進課） 

「あいキッズ」は、次代を担う子どもたちの放課後等の安心・安全な居場所の

確保と健全育成、保護者の子育てと仕事等の両立支援を目的として実施してい

ます。 

運営を民間法人に委託し、遊びやスポーツ、工作・読書、季節行事、地域の参

加による交流・体験活動、学習活動等、多彩なプログラムを実施しています。今

後も運営の質の更なる向上を図り、児童の放課後をより充実したものとしてい

きます。

目 標 ３年間の取組 

児童の放課後等の安心・安全な居場所の提供

及び健全育成 

・あいキッズ満足度アンケート、あいキッズ

運営評価等による事業の点検・改善 

（３）安心・安全な放課後の居場所の確保
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〇 近年、児童・生徒の状況に応じたきめ細かい学習支援や、生徒指導上の課題

への対応、通学路を含む学校及び周辺地域の安全の確保等、学校が向き合う課

題は複雑化・多様化しています。また、地域社会のつながりや支え合いの希薄

化、子どもたちの規範意識や社会性の課題、子どもへの虐待の増加、貧困問題

の深刻化等、子どもたちやその周りの状況も大きく変化しています。こうした

課題を解決し、教育環境の充実を図るためには、学校は保護者や地域等との連

携・協働体制を構築し、その協力を得ることが不可欠です。 

〇 学校は、学校運営を進めるにあたって、保護者や地域等の意見を積極的に取

り入れ、地域との協働を図りながら教育活動を展開していく必要があります。

学校と地域とが課題をともに認識し、共通の目標やビジョンをもって、一体と

なって地域の子どもたちを育んでいく、地域とともにある学校の実現のため

に、板橋区は平成 32（2020）年度に区内の全小中学校で「板橋区コミュニテ

ィ・スクール」34を導入することをめざし、準備を進めています。 

【 事業の概要 】 

板橋区コミュニティ・スクール（iCS）の導入（地域教育力推進課） 

 「板橋区コミュニティ・スクール」は、学校・家庭・地域が一体となって、よ

りよい教育の実現に取り組むため、法に基づくコミュニティ・スクール委員会

（学校運営協議会）と、学校支援地域本部を「両輪・協働」の関係で運営し、教

育活動を支援する仕組みです。 

「コミュニティ・スクール委員会」は、保護者・地域住民・地域コーディネー

ター・教職員等が、学校運営や学校運営への必要な支援に関する協議を行う会議

体です。従来の学校運営連絡協議会と異なり、情報提供や意見交換を行うだけで

なく、課題の解決に向けて深く話し合う熟議等を行い、解決策を共有するなど、

各委員が教育の当事者となって学校運営に関わります。 

34 
資料編（99 ページ）にイメージ図を掲載しています。 

（１）地域人材による学校支援と参加の促進

重点施策 ７ 

地域による学び支援活動の促進 
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学校支援地域本部は、学校の求めに応じ、保護者や地域の人材等がボランティ

アとして教育活動を支援する取組です。平成 20（2008）年度の開始以来、順次

実施校数を増やし、平成 30（2018）年度からは全小中学校で実施しています。

これまで、学校だけでは取り組むことが困難だった様々な活動を地域が支援す

る体制を構築し、支援を実施することによって子どもたちの学習・活動の幅を広

げてきました。今後導入する板橋区コミュニティ・スクールにおいては、学校・

保護者・地域等の協議に基づく目標を具現化する実働部門として、学校への支援

を行っていきます。 

 平成 32（2020）年度の板橋区コミュニティ・スクール全小中学校導入に向け、

平成 30（2018）年度には小中学校 10 校にコミュニティ・スクール推進委員会を

設置しています。今後、平成 31（2019）年度のコミュニティ・スクール推進委

員会全小中学校設置を経て、本格導入につなげます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

全小中学校に板橋区

コミュニティ・スクー

ルを導入し、地域とと

もにある学校を実現

する。 

コミュニティ・スクー

ル推進委員会設置

全小中学校 

小学校：51校 

 中学校：22校 

計 73 校 

コミュニティ・スクー

ル委員会設置

全小中学校 

小学校：51校 

 中学校：22校 

計 73 校 

コミュニティ・スクー

ル委員会充実

全小中学校 

小学校：51校 

 中学校：22校 

計 73 校 
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〇 板橋区では、地域コミュニティを生かした青少年の健全育成活動を行って

います。青少年を取り巻く状況や課題を的確に把握し、地域とともに取り組ん

でいきます。 

【 事業の概要 】 

青少年健全育成事業の推進（地域教育力推進課） 

 板橋区では、地域コミュニティを基盤とした活発な青少年健全育成活動を実

施しています。中でも青少年健全育成地区委員会は、青少年委員、町会役員、ス

ポーツ推進委員等地域の力を結集した組織で、区内 18 地区において、青少年の

地域活動、スポーツ野外活動、委員研修・指導者養成等の事業を、地区の特色を

生かして展開しています。青少年委員は事業の企画・運営に関わるとともに、そ

れぞれ担当する学校をもち、地域と学校をつなぐ役割を担っています。また、小

学校高学年・中高生を対象として、将来の地域活動の担い手であるジュニアリー

ダーの育成を行い、ジュニアリーダーは運営側のスタッフとして様々な行事で

活動しています。

 今後も、青少年を取り巻く環境の変化や地域の課題を踏まえ、事業のより適し

た在り方を検討しながら、地域による子どもたちの健全育成を推進していきま

す。 

目 標 ３年間の取組 

子どもたちの健全育成 ・青少年健全育成事業の実施（青少年健全育

成地区委員会事業の実施、ジュニアリーダー

の育成、青少年問題協議会・青少年委員会・青

少年指導者講習会の開催等） 

（２）子どもたちの健全育成の推進
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〇 近い将来に到来が予測される「人生 100 年時代」を豊かに生きるためには、

生涯を通じた学びの場が必要とされ、図書館はその大きな役割を担います。 

〇 板橋区には現在、中央図書館と 10 館の地域図書館のほか、海外絵本の専門

図書館である、いたばしボローニャ子ども絵本館の合計 12 館の図書館があり

ます。これまで、年代を問わず読書ができる環境を提供するほか、ボランティ

アとともに、読み聞かせや視覚障がい者向け対面朗読サービス等、多くの利用

者に読書の楽しみを伝える事業や、子どもの読書活動の推進を行ってきまし

た。 

〇 中央図書館は老朽化に伴い改築が決定し、区立図書館の新たな中心館とし

て、平成 33（2021）年春の開館に向け整備を進めています。設備面での今日

的課題に対応するとともに、改築を機に、地域図書館を含めた図書館事業、サ

ービスを拡充することで、社会の変化を踏まえ、生涯を通じてこころの豊かさ

と学びを支える図書館をめざします。 

【 事業の概要 】 

① 中央図書館の改築及び事業の拡充（中央図書館）

新たな中央図書館では、区立図書館の中心館として図書資料の充実を図るほ

か、情報や知識との出会いの場となる「インデックスエリア」や、「ビジネス支

援」「子育て支援」等テーマ別に図書を配架した書架を設け、来館者の知的好奇

心に応えます。また、区民の求める情報・資料の入手や様々な課題解決を支援す

るためのレファレンス体制を構築します。 

館内には、イベントや展示が可能な「いたばしギャラリー」や交流の場となる

「いたばしラウンジ（カフェ）」を設置します。こうした場や平和公園、近隣施

設である教育科学館の活用・連携により、多彩な事業展開を図ります。 

重点施策 ８ 

生涯学習社会へ向けた取組の充実 

（１）中央図書館の改築・事業拡大と「絵本のまち板橋」の推進
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目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

○ 新たな中央図書館

を平和公園内に移転・

開館し、図書資料の充

実はもとより、ICT 機

器等を活用した魅力

的なサービスを提供

する。 

○ 「いたばしギャラ

リー」「いたばしラウ

ンジ」を活用した情報

発信・交流を推進す

る。 

①建設工事

②図書資料の購入・整

備 

③ICT 機器導入準備

④開館準備

⑤児童図書・絵本案内

のための人材の育成 

①図書資料（地域資料

等）の充実・提供 

②「いたばしギャラリ

ー」や「いたばしラウ

ンジ」を活用した各種

事業の実施 

③児童図書・絵本案内

のための人材の育成 

④新中央図書館の開

館 

①図書資料（地域資料

等）の充実・提供 

②「いたばしギャラリ

ー」や「いたばしラウ

ンジ」を活用した各種

事業の実施 

③児童図書・絵本案内

のための人材の育成 

② 生涯を通じた読書活動の支援（中央図書館）

図書を通じた生涯学習の拠点として幅広い利用者のニーズに応えるため、新

中央図書館開館を機に、地域図書館を含めた区立図書館全体で事業やサービス

を拡充します。 

 主なものとしては、計画的な図書資料の購入により豊かな蔵書構成とするこ

と、レファレンスサービスの拡充による課題解決支援、録音資料の提供等による

障がい者サービスの充実、イベントや学習相談の充実を予定しています。さらに、

図書館運営や事業に協力する図書館サポーターを養成し、サポーターとの協働

による図書館運営を確立します。 

 また、子どもの読書活動を支援するため、「板橋区子ども読書活動推進計画

2025」を策定し、これに基づく事業を実施します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

幅広い利用者の読書

活動を支援する各種

サービス（障がい者、

児童、サポーター活動

等）を区立図書館全体

で拡充する。 

①「板橋区子ども読書

活動推進計画2020」に

おける、事業の定着及

び推進を図る。 

②各種サービスの新

たな展開に向けた検

討を行う。 

①「板橋区子ども読書

活動推進計画 2025」

を策定し、区の事業を

展開する。 

②各種サービスの新

たな展開に向けた準

備を行う。 

①「板橋区子ども読書

活動推進計画 2025」

に基づき事業を推進

する。 

②各種サービスを実

施する。 
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③ 「絵本のまち板橋」の推進（中央図書館）

新しい中央図書館には、いたばしボローニャ子ども絵本館を併設し、「絵本の

まち板橋」の発信拠点の１つとして事業を充実します。外国語絵本を閲覧・貸出

できるよう整備するとともに、児童図書や絵本を案内する絵本コンシェルジュ

（仮称）を配置することで、子どもの年齢・興味・成長過程に合わせた絵本の紹

介や説明・相談等に応じ、子どもと絵本をつなぎます。 

また、「絵本のまち板橋」を具現化する事業の 1つとして、小中学生向け絵本

づくりワークショップを実施し、小学生には絵本を作る楽しさを体験する機会

を、中学生にはより本格的な絵本づくりを通して絵本に対する興味や愛着を深

める機会を提供します。できあがった絵本は、区役所本庁舎で行う「いたばし子

ども絵本展」で展示します。 

このほか、図書館以外においても日常的に絵本を手に取り、絵本の楽しさや魅

力を感じられる機会を提供するとともに、区内外の団体への貸出等の事業を推

進します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

身近に絵本に触れ、そ

の楽しさや魅力を感

じられる環境を区内

全域で整備する。 

①地域図書館で小学

生向け絵本づくりワ

ークショップを実施

する。 

②区内中学生対象の

絵本づくりワークシ

ョップをモデル実施

する。 

③「いたばし子ども絵

本展」での展示を行

う。 

④区内外団体への貸

出を行う。 

①地域図書館で小学

生向け絵本づくりワ

ークショップを実施

する。 

②区内中学生向け絵

本づくりワークショ

ップを開催する。 

③「いたばし子ども絵

本展」での展示を行

う。 

④区内外団体への貸

出を行う。 

①地域図書館で小学

生向け絵本づくりワ

ークショップを実施

する。 

②新中央図書館で区

内中学生向け絵本づ

くりワークショップ

を開催する。 

③新中央図書館での

展示を行う。 

④区内外団体への貸

出を行う。 
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〇 板橋区では、世代を問わず主体的に学び、活動できる生涯学習の拠点として、

平成 28（2016）年 10 月に、これまでの社会教育会館を改め生涯学習センター

を開設しました。併せて、これまでなかった中高生・若者の活動や学習支援の

場、居場所として「i-youth（あい・ゆーす）」を整備しました。今後も、あら

ゆる世代が自らテーマを設定し、仲間と集い、学びを深め、新たな仲間に広げ

る「学びの循環」の実現や、活力ある地域コミュニティの形成を支援していき

ます。 

〇 板橋区には、教育委員会が行うもの以外にも、板橋グリーンカレッジのよう

にシニア世代の学習要求に応えるとともに、地域における活動を促進するた

めの事業や、板橋区文化団体連合会のように、地域文化を創造し次世代に継承

していく取組を通して、地域コミュニティの活性化に寄与する活動を行って

いる団体があります。こうした取組の状況も踏まえて生涯学習の充実を図っ

ていく必要があります。 

〇 教育科学館のプラネタリウムは、導入から 31 年が経過し、機器の劣化が顕

著となっています。老朽化したプラネタリウム機器を更新し、教育科学館の魅

力を向上させ、来館者の増加や、移動教室等の利用における効果向上をめざし

ます。 

 

【 事業の概要 】 

① 中高生・若者支援の拡充と活性化（生涯学習課） 

 「i-youth（あい・ゆーす）」では、中高生・若者支援を目的として、ダンスや

卓球、自主学習等ができ、若者が一人でも気軽に立ち寄れる場を設けています。

また、「i-youth ダンスフェスタ」や中学生の企画によるコンサート等の事業を

通して、若者自身が企画・運営に携わり、事業を主体的に実施できるようになる

ことをめざしています。同時に、不登校の中学生・高校生も含めた様々な悩みを

抱える多様な若者が落ち着いて、安心していることのできる、家庭・学校以外の

第三の居場所づくりを進めています。 

 利用者数は伸びており、利用者層も中学生から高校生・大学生へと広がって、

異なる年代間の仲間づくりも見られるようになってきました。 

 

（２）世代を超えた「学びの循環」に向けた支援 
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 今後は、他者とのコミュニケーションや事業への参画の経験を通して、若者が

さらに主体的に活動できるよう支援を行い、「教わる・教える」の学びの循環を

若者世代にも広げることをめざします。 

目 標 ３年間の取組 

○ 若者が i-youth（あい・ゆーす）事業の企

画運営を担う。 

○ 多様な若者の居場所を形成する。

・i-youth（あい・ゆーす）を利用する若者が

ダンスフェスタの企画運営に関わるなど、若

者の事業への参画の支援を行う。 

・取組を通じて、より多様な若者が安心して

滞在する居場所づくりを進める。 

② プラネタリウムの改修（生涯学習課）

教育科学館のプラネタリウムは、昭和 63（1988）年の開設以来、板橋区の科

学教育の中心施設として、多くの区民に親しまれている施設です。老朽化が顕著

な機器の更新時期を見据えて、新たな投影プログラムと、ドーム空間という特性

を生かす方法を検討し、教育科学館のさらなる魅力向上をめざします。 

 また、近接地に改築する新中央図書館との連携でより効果的な事業を展開す

るとともに、教育科学館と中央図書館を横断的に利用する流れを生み出します。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

○ プラネタリウム投

影設備の更新 

○ 新たな投影プログ

ラムの実施による教

育科学館利用者の増

加 

機器選定等内部検討 プラネタリウム投影

設備の更新 

①プラネタリウム投

影設備の更新 

②新たな投影プログ

ラムの実施
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〇 区内には価値のある文化財が多く存在します。区として貴重な文化財を確

実に保存し次世代に引き継ぐのはもちろんですが、適切・効果的な活用により、

板橋区の魅力を高めることができます。 

〇 加賀一丁目周辺に所在する旧野口研究所、旧理化学研究所、加賀公園が含ま

れるエリアは、明治時代初頭に日本で初めて官営火薬製造所が設置された場

所です。戦前・戦中の建造物や遺構が今なお多く残る、近代化・産業遺産の宝

庫として高い評価を受け、平成 29（2017）年 10 月には「陸軍板橋火薬製造所

跡」として国の史跡に指定されました。加賀地域がもつ歴史・文化の特性を再

確認し、貴重な近代化遺産を確実に保存するとともに、まちづくりや観光施策

と並行した文化財の適切な活用を図っていきます。 

〇 旧粕谷家住宅は、江戸時代の徳丸脇村名主が隠居した家であり、開発が進む

徳丸地域において、当時の歴史や文化を今に伝える貴重な文化財で、平成 30

（2018）年３月に東京都の有形文化財に指定されました。平成 27（2015）年

度から開始した解体・復元工事中に、享保８（1723）年の墨書銘が発見され、

関東地方では最古級となる古民家であることがわかりました。平成 30（2018）

年１月から一般公開を開始しており、今後は、保存活用計画に基づき、整備・

改修を実施するとともに、観光・文化資源として地域と一体となった新たな魅

力を創出し、区内外へその価値をアピールしていきます。 

〇 郷土資料館は、平成２（1990）年１月に改築開館し、平成 31（2019）年度

には改築開館 30 周年を迎えます。現在改修を進めている区立美術館、旧粕谷

家住宅等と併せ、赤塚地域の魅力を発信する拠点の１つとしての機能も期待

されるところです。また、教育委員会所管の施設として、学校教育との連携を

さらに深めていく必要もあります。老朽化等の課題を解決しながら、板橋の魅

力を伝えられるような展示内容や設備の再整備を着実に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

（３）板橋区の歴史・産業・文化の発信による新たな魅力・価値の創出 
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【 事業の概要 】 

① 板橋区史跡公園（仮称）の整備（生涯学習課）

高い評価を受けている加賀地域の史跡を適切に保存・活用するため、史跡公園

として整備を進めていきます。史跡の活用にあたっては、日本の近代化や区の工

業の始点として区民が誇りをもち、広く区外にも認知・理解されていくことが重

要な視点となります。また、幅広い世代が訪れ、この史跡の歴史や本物の遺構か

ら体験し学ぶことのできる場とします。 

今後、国や都と協議を行い、保存活用計画や整備基本計画といった保存と活用

を実現するための計画を策定し、それに沿って整備を進めていきます。 

目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

平成 37（2025）年度の

グランドオープンを

めざす。 

史跡整備基本計画策

定 

①展示計画策定

②展示基本設計完了

③建物整備基本設計

完了 

④建物整備実施設計

着手 

⑤公園整備基本設計

完了 

①都市計画決定

②建物整備実施設計

完了 

③展示整備実施設計

完了 

② 旧粕谷家住宅の公開（生涯学習課）

東京区部に残る貴重な文化財である旧粕谷家住宅を確実に保存・活用してい

くために、管理体制の充実に向けた整備・改修を行っていきます。放水銃及び屋

外簡易消火設備の整備に加え、公開のための管理人室、来場者用トイレ等の設置

を進めます。また、当住宅を利用した日本の伝統行事や文化に親しむ教室等の事

業を、郷土芸能団体や区内産業と連携して実施します。これらの活動を支えてい

くため、ボランティアを募集し、養成するとともに、当住宅を様々な活動や歴史

文化・観光の拠点としていきます。 
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目 標 平成 31（2019）年度 平成 32（2020）年度 平成 33（2021）年度 

歴史文化・観光の拠点

として機能するよう、

ボランティアの募集・

養成を行い、地域と一

体となった魅力的な

場所としていく。  

①不動産鑑定委託

②火除け地取得

③放水銃・管理棟設計

委託 

④ボランティアの養

成 

①放水銃・管理棟建設

工事 

②リーフレット刷新、

一般公開の再開 

③環境整備工事

④ボランティアの養

成 

ボランティアの養成 

③ 郷土資料館の展示再整備（生涯学習課）

郷土資料館のコンセプト「再発見！魅力がいっぱい郷土板橋の歴史」を具体化

した展示とするため、再整備の設計・改修等の作業を進めていきます。より見や

すく、分かりやすい展示をめざし、ICT 化等新たな設備導入による空間の有効利

用を図ります。近隣の区立美術館や旧粕谷家住宅との連携により、赤塚地域全体

への来訪者の増加を図るとともに、加賀地域で計画されている近代化遺産を活

用した史跡公園整備との連携も検討していきます。 

 新たな展示や各種イベントを効果的に実施できる環境を整備することで、多

くの区民、なかでも将来を担う子どもたちが、郷土板橋への愛着と誇りを深める

ことのできる、魅力あふれる資料館をめざします。 

目 標 ３年間の取組 

展示の再整備により板橋の歴史や特徴を生か

した展示や事業を行い、来館者に新たな気づ

きや感動を提供することで、板橋の魅力を伝

え、郷土板橋に対する愛着と誇りを深める。

・展示の再整備を実施し、魅力あふれる資料

館に進化する。 

・展示再整備を記念した特別展を開催し、板

橋の魅力を発信する。 

④ 赤塚地域スタンプラリーの開催（生涯学習課）

赤塚地域の活性化と各施設における来館者の増加を目的に、赤塚地域の各施

設による連携協議会を組織し、具体的な事業を計画し推進していきます。 

その第一歩として、赤塚地域スタンプラリーを開催し、赤塚地域の資源である

自然や史跡、区の歴史や文化を感じることのできる施設等、地域の魅力や観光ス

ポットを紹介するスタンプ帳を制作・配布し、スタンプラリー参加施設には来館

記念の専用のスタンプを設置します。赤塚地域の特性や強みを生かした事業に

より、来訪者を増加させ、多くの方に赤塚の魅力を伝えます。 
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目 標 ３年間の取組 

○ スタンプラリーを開催することで、各施設

の来館者が増加し、赤塚地域が活性化する。 

○ 多くの方に赤塚地域の魅力、ひいては郷土

板橋の魅力を意識してもらう。 

・連携協議会による事業調整のもと、スタン

プラリーを開催する。 
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〇 近年の都市化・核家族化により家庭の孤立化が進行し、子育てに対し不安や

負担感をもつ保護者が増加しています。そのため、家庭への訪問型支援（アウ

トリーチ）を通し、身近な存在として継続的に家庭との関係づくりを行いつつ、

家庭教育に関する情報提供や相談対応等を実施することが求められています。 

〇 主任児童委員、民生・児童委員、青少年委員等でチームを構成して学校とは

異なる役割を担い、課題を抱えている家庭に対し日常的な支援活動を行いま

す。また、活動するにあたり、適切な支援につなげるための知識や、様々な課

題に応じた支援方法等の習得のため、専門家を招いた講習会を開催し、人材の

養成を図ります。 

【 事業の概要 】 

家庭教育支援チームの拡充（地域教育力推進課） 

 保護者の子育てに対する不安感や負担感を解消するとともに、家庭や子ども

たちの孤立化を防ぐために、地域に根付いた活動を行っている主任児童委員等

の地域の人材が、学校と緊密に連携・協力しながら、学校とは異なる立場による

日常的な支援活動を行います。 

具体的には、不登校の児童・生徒及びその家庭に寄り添い課題解決するにあた

り、主任児童委員等からの働きかけが適している場合、家庭への訪問型支援を行

い、身近な存在として継続的に関係づくりを行いつつ、相談対応や家庭教育に関

する情報提供等を実施します。 

平成 30（2018）年度に開始し、最終的には区内全地域において支援を行うこ

とをめざします。 

重点施策 ９ 

家庭における教育力向上への支援 

（１）家庭教育支援の推進
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目 標 ３年間の取組 

○ 家庭と地域がつながり、親子の学びや育ち

につながる環境を構築し、保護者の精神的負

担を軽減する。 

○ 困難を抱えている家庭に対し、地域に根ざ

した身近な人材が訪問型支援を実施し、日常

的に支援する仕組みを構築する。 

・家庭教育支援チームによる訪問型支援を実

施する。 

・既存チームの実績を検証し、より効果的な

支援体制を構築する。 

・活動にあたっての知識や、支援方法等の習

得のための講習会を開催し、人材を養成する。 
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〇 学校を取り巻く環境が複雑化・多様化し、教員の役割が拡大する中で、新学

習指導要領の確実な実施等、教育活動のより一層の充実が求められています。

学校現場では教員が日々努力を重ねているところですが、長時間労働の実態

が明らかになっており 35、これは教員の心身の健康や教育活動の質の低下に関

わる重大な問題であることから、改善が喫緊の課題となっています。 

〇 板橋区では、「教員の子どもと向き合う時間の確保」、「研究時間の確保等に

よる質の高い授業の実現」という視点のもと、校務支援システムの導入等によ

り、校務の効率化を進めてきました。今後は、教職員の働き方そのものを見直

すという視点から、「板橋区立学校における教職員の働き方改革推進プラン

2021」36に基づき、新たな取組も含めた教職員の働き方改革を推進します。 

【 事業の概要 】 

教職員の働き方改革（教育総務課） 

 「板橋区立学校における教職員の働き方改革推進プラン 2021」では、教職員

の心身の健康保持の実現と、「誇り」と「やりがい」をもって専門性を発揮でき

る環境を整えることにより、質の高い教育活動を実現することを目的に掲げて

います。さらに、当面の目標を、週当たりの在校時間が 60 時間を超える教員を

ゼロにすることとし、達成に向け、平成 33（2021）年度までの３年間の重点施

策及び具体的な取組を定めました。これに基づき、教職員の働き方改革を計画的

に行っていきます。 

35 
 板橋区教員勤務実態調査（平成 29（2017）年２月実施）及び東京都公立学校勤務実態調査

（平成 29（2017）年６月実施）によると、週当たりの在校時間が 60 時間を超え、「過労死ラ

イン」相当にある教員が多数存在していることが明らかになっています。
36 

資料編（100 ページ）に概要を掲載しています。

すべての方向性に共通する事業 

（１）教職員の働き方改革
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目 標 ３年間の取組 

週当たりの在校時間が 60 時間を超える教員

をゼロにする。 

・「板橋区立学校における教職員の働き方改

革推進プラン 2021」に基づく取組を実施する。 

「板橋区立学校における教職員の働き方改革推進プラン 2021」重点施策 

１ 教職員が職務に専念できる環境の整備 

２ 教職員の働き方への意識改革 

３ 既存事務事業の更なる効率化 

４ 部活動の適正化 

５ 学校を支える人員体制の確保 

６ 地域との連携・協働 

７ 学校現場との課題の共有 
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〇 保護者や区民が求める情報や、教育委員会が保護者や区民に知ってほしい

情報を分かりやすく確実に届ける広報活動をより充実し、区民が身近に感じ

る教育委員会の実現を図ります。読みやすい広報紙の発行のほか、ホームペー

ジでの情報発信等、広報機能の強化を行います。 

〇 地域コミュニティを形成する大人や子どもから意見や提案を聴き、教育に

関する情報を積極的に共有する機会をこれまで以上に増やし、区民に信頼さ

れる教育委員会を実現します。 

【 事業の概要 】 

① 広報活動の充実（教育総務課）

板橋区の教育について広く知っていただくため、教育広報「教育の板橋」（年

３回発行）で区の教育の状況や主な事業、予算等を紹介し、「いたばし教育チャ

ンネル」（年６回発行）では、学校や社会教育に関する折々の身近な話題を取り

上げています。紙面を工夫し、さらに読みやすさを追求していきます。 

また、小中学校や幼稚園の日々の様子を、教育長や教育委員会事務局職員が学

校を訪問した際の写真とともに、随時ホームページでお知らせしています。 

今後も開かれた教育委員会をめざし、積極的な情報発信を行います。 

目 標 ３年間の取組 

積極的な広報活動を展開することにより、教

育委員会の施策や取組に対する区民の理解が

進み、区民が教育委員会をより身近に感じら

れるようにする。 

・教育広報の発行(年３回)

・いたばし教育チャンネルの発行(年６回)

・ホームページの充実

・公式アプリ等を活用した情報の発信(随時)

・広報内容の充実について随時点検・改善

（２）区民が身近に感じる教育委員会の実現
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② 主体的に働きかける教育委員会の充実（教育総務課）

多くの方に傍聴していただくため、「身近な教育委員会」として、教育委員会

の会議の学校での開催や夜間の開催を行います。開催に合わせて、区民や保護者

と教育施策について話し合う「教育施策連絡会」や、教育課題について話し合う

「教育懇談会」を実施し、PTA 連合会や PTA を中心に参加を呼びかけ、参加者か

ら広く意見を聴き、伝える機会とします。 

また、中学生と学校生活や学習について話し合う「生徒会交流会」に教育長や

教育委員、教育委員会事務局職員も出席し、生徒と意見交換を行います。 

目 標 ３年間の取組 

教育委員会に対する区民の理解と関心が高ま

り、区民が教育委員会を身近に感じられるよ

うにする。 

・身近な教育委員会の開催（年３回）

・働きかける教育委員会に向けた取組の点

検・改善 

・生徒会交流会の開催（年１回）



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 

１ 「板橋区の小中一貫教育」（概要） 

２ 「板橋区コミュニティ・スクール（iCS）」 

   （イメージ図） 

３ 「板橋区立学校における教職員の働き方改革推進 

  プラン 2021」（概要） 
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義務教育９年間を通して子どもを育てると

いう共通の意識のもと、小学校と中学校が基

本的な教育方針などを共有していきます。 

2020年度からスタート！ 

板橋区の小中一貫教育 
（学びのエリア教育） 

～学校が変わる！知を伸ばす！徳を育む！体を鍛える！～ 

今までも小学校と中学校では情報交換や

交流は行っていましたが、基本的な教育

方針や教育に対する姿勢は異なっていま

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

小中一貫教育のめざす小中学校のあり方 

 
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

今までの小中学校教育のイメージ 

 
   
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  小中一貫教育に期待される効果 

学力の定着・向上 
すべての授業で板橋区授業スタンダードを用いた質の高い授業を展

開し、9 年間を通して「読み解く力」の向上をめざす。 
いわゆる中 1 

ギャップの解消 
中学校へ進学するときに起こる新しい環境での生活、勉強の不安をな

くすとともに、不登校やいじめを防ぐ。 

社会性の向上 
小中学生間の異年齢交流で、下級生に対する思いやりの心、上級生へ

の憧れの気持ちを育み、子どもの社会性を高める。 

発達段階に 

寄り添った教育 

小学校 6 年制・中学校 3 年制が導入された当時と比べると、子どもの

心身の発達は早期化している。発達段階に合わせた教育を行うことで

子どものつまずきを防ぎ、能力をより高める。 

小中一貫教育を行うことで、

小中学校のより円滑な接続

や、子どもの学力向上をめざ

すんだね 

中学に入って急に勉強が

難しくなったり、ルール

が厳しくなったり・・・ 

ちょっと大変かも？ 

◎ 小中一貫教育について 
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板橋区の小中一貫教育では、「学びのエリア」の小中学校で話し合って、エリアの特

色を踏まえた「めざす子ども像」と、それを実現するための教育の「基本方針」を設定・

共有します。そして、その方針に基づいて「学びのエリア」で一体となって、９年間を

通した教育を行っていきます。 

 

 

 

◎ 板橋区の取組

９年間を通した板橋の 
i（あい）カリキュラムの作成・実践 

「読み解く力」の育成 
文章の意味や構造を正しく理解 

することがすべての学習の基本！ 

国語、算数・数学、英語等の 
９年間を通したカリキュラム編成 

板橋区の特色を生かした 

・「環境教育」の推進 
・「キャリア教育」の充実 
・「郷土愛」の育成 

エリア内での
教員の交流

例えば… 

・小中学校での共同した

研究活動

・小中教員間での TT※

（ティームティーチン

グ）授業 ※複数の先生

が一つの授業をすること

・中学校の先生による小

学校での授業 など

エリア内での
児童・生徒の交流 

「学びのエリア」とは？ 

板橋区では、小中学校の連携を密にするた
め、小学校を中学校単位に分けて、「学びの
エリア」と呼んでいます。学びのエリアで
は、小中学校の教員間で合同研修や交流授業
等を行っています。

 

主体的に課題を発見

し、解決に導く力

リーダーシップ

責任感

板橋区の考える「これからの時代で活躍するために必要な力」 

協働して課題解決に

取り組む力 

思いやり 

コミュニケーション

能力 

失敗を恐れず 

チャレンジする力

チャレンジ精神

創造性・忍耐力 

例えば… 

・小学生の中学校授業や

部活動体験

・中学生の小学校運動会

や補習教室のお手伝い

・小中学校合同での防災

訓練 など

 中学校では

こんなことを

しているよ
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 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

2018 

（周知・理解） 

2019 

（推進） 

2020 

（充実） 

2021 

（強化） 

 

 

学びのエリア 

    

 

 

教育委員会 

事務局 

    

めざす子ども像 設定・共有 

各エリアでの小中一貫教育実践事業 

単元配列表の作成・共有 

教育課程編成の基本方針 

周知・研修 

小中一貫指導計画作成 
新学習指導要領に基づく 

小中一貫指導計画作成 

◎ ２０２０年度からの小中一貫教育（学びのエリア教育）の 

本格スタートを目指し準備を進めていきます。  



 

98 

 

 

 
中学校 

エリア 
小学校・幼稚園 学びのエリア名 

1 板橋一中 板橋二小・板橋六小・板橋七小 板一中 小中一貫学びのエリア 

2 板橋二中 板橋五小・板橋十小 夢がつながる 学びのエリア 

3 板橋三中 板橋一小・板橋八小・中根橋小 小中一貫 板三エリア 

4 板橋五中 板橋四小・天津わかしお学校 板四小と板五中 心ゆたかな学びのエリア 

5 加賀中 金沢小・加賀小 白梅 学びのエリア 

6 志村一中 志村一小・志村三小・富士見台小 しみず 学びのエリア 

7 志村二中 志村二小・志村四小 小豆沢 学びのエリア 

8 志村三中 志村六小・蓮根小・蓮根二小 蓮根小中一貫 学びのエリア 

9 志村四中 
志村小・志村坂下小・北前野小 
・緑小 

ＦＬＣ 学びのエリア  
（四つ葉のクローバー、fight・learn・clean） 

10 志村五中 舟渡小 志村五中・舟渡小 響き合う学びのエリア 

11 西台中 志村五小・高島六小 西台 学びのエリア 

12 中台中 中台小・若木小 さくら草 学びのエリア 

13 上板橋一中 上板橋小・常盤台小・弥生小 せせらぎ 学びのエリア 

14 上板橋二中 上板橋二小・大谷口小・向原小 大きく向上 学びのエリア 

15 上板橋三中 前野小・上板橋四小 
Ｍ３４ 学びのエリア 
（ムサシ：スカイツリーにちなみ 

M：前野小 ３：上板橋三中 ４：上板橋四小） 

16 桜川中 桜川小 桜川 学びのエリア 

17 赤塚一中 北野小・徳丸小 健やかに育つ 学びのエリア 

18 赤塚二中 成増小・成増ヶ丘小 賢くなります 学びのエリア 

19 赤塚三中 
赤塚小・赤塚新町小・紅梅小 

・下赤塚小 

赤塚っ子 学びのエリア 

（あたたかく、かしこく、つよく、かっぱつな こどもが育つ） 

20 高島一中 新河岸小・高島一小・新河岸幼稚園 高島第一中学校 学びのエリア 

21 高島二中 高島二小・高島幼稚園 高島なかよし通り 学びのエリア 

22 高島三中 三園小・高島三小・高島五小 みどりの学びのエリア 

◎ 学びのエリア一覧 （平成 31 年 3 月現在） 
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板橋区コミュニティ・スクール（iCS） 

“今”と“これから”をつなぐ 

「コミュニティ・スクール委員会」と「学校支援地域本部」をつなぐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参画 

～平成 32（2020）年度の全小中校本格導入をめざします～ 

依頼 

支援 

 

 

 

 

◇ 学校のビジョン策定 

◇ 学校の課題解決 

◇ 学校支援 

「ＣＳ委員会は学校と

子どもの応援団」 

 

 

 

 

地域人材・資源の積極的

な活用をめざし、学校の

求めに応じた支援活動

を実施する。 

承認 

提案 

 意見 
 

 

 

 

 経営部門 

学校支援地域本部 

実働部門 

コミュニティ・ 

スクール委員会 

 情報提供・交流から 

熟議へ 

協力 

地域人材による学校支援活動の充実 

 支 
 

 

援 

依頼 

ＰＴＡ 
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42.0%

58.3%

小学校 中学校

0% 0%

小学校 中学校

目 標

１ 目的 

 教職員の働き方を見直すことで校務全体の効率化を図り、教職員が心身と

もに充実して職務に専念することにより、最も重要な職務である児童・生徒へ

の質の高い教育活動の実現を図っていくため、標記の目標を掲げます。

教職員の心身の健康保持の実現と、「誇り」と「やりがい」をもって専門性を発揮

できる環境を整えることにより、質の高い教育活動の実現を図る。

目的

２ 目標 

【当面の目標】週当たりの在校時間が 60時間を超える教員をゼロにする

週当たりの在校時間が 60 時間を超える教諭の割合 
（平成 29（2017）年 2 月時点） 

※板橋区教員勤務実態調査（平成 29（2017）年２月実施）より

 板橋区教員勤務実態調査（平成 29（2017）年２月実施）より、週当たり在校時間が 60

時間を超える、いわゆる「過労死ライン」相当の職員が多数存在していることが明らかに

なりました。 

 区教育委員会は、取組を計画的に進めていくことにより、まずは「過労死ライン」相当

の長時間労働の解消をめざします。 

指標
達成目標

（平成31（2019）年度～平成33（2021）年度）

①２日連続での土日の出勤率
（部活動の大会・土曜授業プラン・学校行事以外）

0%

②年次有給休暇の取得率（繰り越し分は含まない） 85％以上
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３ 基本的な考え方 

（１）基本的な考え方 
教職員の働き方そのものを見直すという視点のもと、教職員の心身の健康保持の実現と、

「誇り」と「やりがい」をもちながら教育活動に従事するためのワーク・ライフ・バランス
の実現をめざします。 
 

（２）各関係機関の役割 
  取組を推進することで、すべての教職員が協働し「チーム学校」として機能し「はつらつ

先生」を体現することはもとより、地域、区教育委員会を含めたすべての教育関係者が働き
方改革のめざすべき理念を共有し、連携・協働することで、未来を担う「いきいき子ども」
たちを育てていくことをめざします。 
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重点施策 具体的な取組 

４ 重点施策と具体的な取組 

７ 学校現場との課題の共有 （１）国・都への働きかけ

６ 地域との連携・協働

（３）保護者・地域社会への理解促進

（２）家庭教育支援チームの拡充

（１）板橋区コミュニティ・スクールの導入

４ 部活動の適正化 （１）部活動指針の改訂による体制整備

（２）外部人材の活用

５ 学校を支える人員体制の確保

（２）学校事務職員の能力活用

（１）専門スタッフの活用促進

（３）法律相談事業の効率化

（４）ＳＴＡＲＴチームの充実

（５）相談体制の充実

２ 教職員の働き方への意識改革

（２）学校完全休校日の実施

（１）在校時間を意識した働き方の実践

（３）定時退庁日の設定

（４）研修の実施

（５）校内目標の設定

１ 教職員が職務に専念できる

環境の整備
（１）ＩＣカードによる適正な在校時間管理

（２）学校徴収金管理システム導入・運用

（３）学校電話自動応答装置設置による時間外連絡体制の確立

（４）職員室レイアウトの改善検討

（４）連合行事・学校行事・土曜授業プランの見直し

（３）校務支援システムの更改・活用

（２）事務室による経営支援の推進

（５）校内事務の見直し

（７）学校施設開放の効率化

（１）経営支援部の活用３ 既存事務事業の更なる効率化

（８）教職員の研究活動のあり方検討

（６）学校に提出を求める文書の簡素化・調査依頼業務の見直し
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